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３ 中期計画の各項目ごとの実施状況 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

建学及び教育研究の基本理念のもと、高度な専門性と豊かな人間性を身に付け、地域や社会に貢献できる人材を育成する。 

(1) 教育の成果に関する目標 

 

中 

 

 

 

期 

 

 

 

目 

 

 

 

標 

ア 学士教育 

(ｱ) 保健福祉学部においては、高度で多様な能力を有し、地域社会における人々の健康の増進と福祉の充実に貢献する人材を育成する。 

(ｲ) 情報工学部においては、情報技術を活用して、人間を中心に据えた社会の形成に貢献できる技術者の育成を目指す。   

(ｳ) デザイン学部においては、あらゆる人間生活の場で、文化面での質を向上させる多様で社会化志向の強いデザイナーを育成する。 

イ 大学院教育 

(ｱ) 保健福祉学研究科 

【博士前期課程】 

保健・医療・福祉分野において、社会の要請に応えうる新しい知識や理論を修得する教育研究を行い、優れた指導者、管理者、実践者等を育成する。 

【博士後期課程】 

人間の健康問題を生命・栄養・看護・福祉など多方面から科学的に解明するとともに、これら諸分野の学術的な拠点を構築し、保健と福祉に関する諸問題

を解決できる高度な見識を備えた教育者、研究者を育成する。 

(ｲ) 情報系工学研究科 

【博士前期課程】 

情報工学とその関連分野である電子、通信、機械工学等の高度な知識と、柔軟な応用力をもつ技術者、研究者を育成する。 

【博士後期課程】 

専門分野の深化と統合に留まらず、これを未知の分野に応用し、新たな問題発掘とその解決に指導的な役割を果たせる教育者、研究者、技術者を育成する。 

(ｳ) デザイン学研究科 

【修士課程】 

デザイン理論の深化によるデザイン学の確立を目指すとともに、多様化したデザイン環境に対応するため、高度な専門的知識・能力・技術と総合的視野を

備えた指導的実務者、研究者としてのデザイナーを育成する。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関す
る目標を達成するためとるべき措置 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関 
する目標を達成するためとるべき措 
置 

 ― ―  

１ 教育に関する目標を達成するためと
るべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するため 
とるべき措置 

 ― ―  

ア 現代社会の一員として生きる基礎
能力を養う。 

ア 27年度入学生から、従来の「全学
教育科目」を大幅に改編した「共通
教育科目」を導入し、教養教育の充
実を通じた学士力の向上を目指す。 

― ― ―  

イ 専門性を修得させるとともに、専
門を起点とする知識の拡がりを把握
させる。 

イ 学部教育における専門科目間の 
連携に重点を置き、専門性の修得と
専門を起点とする知識の拡がりに 
つながるよう教育を行う。 

― ― ―  

ウ 創造力と統合力を修得させる。 ウ 卒業研究を重点として、創造力と
統合力を修得させる。 

― ― ―  

エ コミュニケーション能力と継続学
習能力を育成する。 

エ 実験、演習及び実習の科目を中心
に、アクティブ・ラーニングや課題
解決型学習の取組を強化し、コミュ
ニケーション能力と継続学習能力を
育成する。 

― ― ―  

（１）教育の成果に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

（１）教育の成果に関する目標を達成 
するためとるべき措置 

（１）教育の成果に関する目標を達成 
するためとるべき措置 

― ―  

ア 学士教育 ア  学士教育 ア  学士教育 ― ―  

（ｱ）保健福祉学部   （ｱ）保健福祉学部 （ｱ）保健福祉学部 ― ―  

① 看護学科 
・ 確かな専門知識・技術・判断力に
裏づけされた高い倫理性を持つ看護
師・助産師を育成するための教育を
充実させる。 

・ ヒューマンケアリングが実践でき

①看護学科 
・ 24年度改正カリキュラムの完成年

度となるため、各学年を対象とした
専門知識・技術・判断力の評価を行
い、新設科目の効果について検討す
る。また、4年次生の卒業時には、

①看護学科 
・ 改正カリキュラムで教育を受けた学生の

看護実践能力について、卒業時にアンケー
トを実施し、地域ケアの構築と看護機能の
充実を図る項目等の改善が課題とされた。 

・ 国家試験合格対策として、新たに配置し

 
３ 

 
３ 

 
 
 
 
 
 



12 

2 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

る能力を育成するための教育を充実
させる。 
 

○ 国家試験の合格率 (％) 

国家試験名 現状 目標 

看護師 99 100 

保健師 97 97 

助産師 100 100 

※ ただし、保健師国家試験の受験は平
成27年3月の卒業生まで 

 

専門知識及び看護技術の 2側面から
到達度評価を行い、26年度卒業した
旧カリキュラムの学生との違いにつ
いて看護コアカリキュラムを中心に
検討する。特に、フィジカルアセス
メント能力に関わる項目について重
点的に評価する。 

・ 26年度に一部科目で試行したルー
ブリックを用いた実習評価表による
評価を継続し、その効果を評価する。 

 
○ 国家試験の合格率 (％) 

試験名          目標 
看護師国家試験     100% 
助産師国家試験   100% 

  保健師教育は24年度カリキュラム
改正をもって終了した。 

・ 「災害看護論」では、総社市防災訓
練を活用し、発展的アクティブ・ラ
ーニングとして取り組む。 

た看護アセスメント学(3年次開講)・臨床
アセスメント学（4年次開講）の受講状況
及び成績の評価を行い、受講後の効果と対
応すべき課題を得た。 

・ 老年看護学実習領域の科目にルーブリッ
ク方式による実習評価を行ったが、当評価
では、教員と学生の評価に差異が見受けら
れることから、評価基準や達成レベルの点
検・見直しが必要とされた。 

 
○27年度国家試験合格率(％)  

国家 
試験名 

合格者 受験者 合格率 
全国 
平均 

看護師 
41 42 97.6 89.4 

(42) (43) (97.7) (90.0) 

助産師 
4 4 100.0 99.8 

(4) (4) (100.0) (99.9) 

（ ）内は、26年度実績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 栄養学科 
・ 栄養科学の基礎から応用まで高度
な知識と実践力を育成する教育を充
実させる。 

・ グローバルな視野をもって問題を
解決できる人材を育成する教育を充
実させる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

②栄養学科 
・ 学生の実践力育成と職業意識の向
上のために、臨地実習先等と教育・
研究面での情報交換に努める。 

・ 四川大学、南昌大学その他外国か
ら招聘する講師による講義等に学部
生の参加を奨励し、英語によるコミ
ュニケーション能力の向上を図る。 

・ 国際交流事業の一つである南オー
ストラリア州保健福祉スタディツア
ーへの参加を奨励し、国際職業人と
しての意識改革を図る。 

・ 管理栄養士国家試験の合格率向上
を目指しカリキュラム変更（管理栄
養士教育を統合する「総合演習Ⅲ」
の必修化）を行う。 

②栄養学科 
・ 臨地実習報告会での指導管理栄養士との
情報交換のほか、総合演習Ⅲにおいて、岡
山県栄養士会会長による特別講義を開催し
た。 

・ 南昌大学教授を招聘し、英語による特別
講義及びディスカッションを行った。（学
部生 7名、大学院生 15名、教員 6名参加） 

・ 南オーストラリア州保健福祉スタディツ
アーに栄養学科生 2名、アデレイド大学語
学研修に 6名が参加した。 

 ・ 管理栄養士国家試験の合格率向上を目指
し、4 年次生全員を対象に業者模試及び構
内模試を合わせて５回実施するとともに、 

「総合演習Ⅲ」の必修化を図った。 
 

 
４ 

 
４ 

 
 管理栄養士国家試験の合
格率において 100％を達成
しており、引き続き高度な
知識と実践力を育成する教
育の充実に努められたい。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

○ 国家試験の合格率(％) 

国家試験名 現状 目標 

管理栄養士 92 95 
 

○平成 27年度国家試験合格率(％) 

国家 
試験名 

合格者 受験者 合格率 
全国 
平均 

管理 
栄養士 

37 37 100.0 44.7 

(40) (42) (95.2) (55.7) 

（  ）内は、26年度実績 
 
［評価時の観点］  

管理栄養士国家試験において、合格率の目標 
を達成するとともに受験者全員が合格した。 

 

③ 保健福祉学科 
・ 社会福祉学専攻では、実践力を備
え新しい福祉ニーズに対応できる専
門職を育成するための教育を充実さ
せる。 

・ 子ども学専攻では、幼保一体化に
対応した専門職を育成するための教
育を充実させる。 
  
 
 

○ 国家試験の合格率(％) 

国家試験名 現状 目標 

社会福祉士 78 80 

介護福祉士 － 95 

※ ただし、介護福祉士国家試験の受験
は平成28年3月の卒業生から開始さ
れる。 

 

③保健福祉学科 
・ 25年度から始まった新カリキュラ

ムの実施状況（成果と課題）を引き
続き点検する。 

・ グローバル教育を推進するため、
教員が実施する国際研究報告会への
学生の参加を促す。 

・ 遠隔地で学外実習を行う学生に対
して、各専門分野の教員が双方向型
の指導が行えるように e-learning
による学習支援システムを構築す
る。 

【社会福祉学専攻】 
・ 27年度の社会福祉士国家試験の目

標合格率を引き続き 80%と設定する。 
・ 26年度に引き続き、模擬試験を3
回以上実施するとともに、学生主導
の学習チームを編成する。 

・ 介護福祉士国家試験制度の適用開
始が延期されたが、卒業時共通試験
（（公社）日本介護福祉士養成施設
協会）が実施されるため、引き続き、
介護福祉士国家試験対策として模擬
試験や「介護福祉士国試対策
e-learning」を活用した学習を行う。 

 

③保健福祉学科 
・ 社会福祉学専攻では、12月にカリキュラ
ムの実施状況を点検した。学生の理解度と
集中力の向上が見られ順調であるが、社会
福祉士と介護福祉士の両資格取得を目指す
学生の選択科目の履修が少ない。必須科目
数が多いため、選択科目に手が回らないの
が現状であるが、選択科目に重要なものも
多く、これらの必要性をどう認識させるか
が課題とされた。 

・ 子ども学専攻では、12月にカリキュラム
の実施状況を点検した。新カリキュラムの
実施状況は順調であるが、教職課程の完成
年次に向けた履修カルテの整備が課題であ
り、科目の改廃や時間割の見直しについて
検討することとした。 

・ 10月に教員による国際研究報告会及び韓
国保健産業振興院のジョン・ウニョン氏に
よる講演会を開催し、79人が参加した。 

・ e-learningによる学習システムを構築
し、介護福祉実習Ⅲ－2で実施した。 

 
【社会福祉学専攻】 
〔社会福祉コース〕 
 ・ 4年生を対象に模擬試験を 3回実施し、

延べ 192人が参加した。また、4年生の学

 
３ 

 
３ 

 
 社会福祉士国家試験の合
格率は目標を達成してお
り、高齢化が著しい中、実
践力と対応力を備えた専門
職を育成する教育の充実に
引き続き努められたい。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

【子ども学専攻】 
・ 初めての教育実習を円滑に実施
し、実施後には専攻全体で成果と課
題を点検する。 

・ 本学の卒業生等の保育士資格のみ
を有する保育士等が、国の特例措置
を利用して、幼稚園教諭免許状を取
得できるよう、単位修得が必要な一
部の授業科目について集中講義を開
講する。 

生が「国家試験対策委員会」を編成し、過
去の国家試験問題を解く等の取組を支援し
た。 

○27年度国家試験合格率(％) 

国家 
試験名 

合格者 受験者 合格率 
全国 
平均 

社会 
福祉士 

48 58 82.8 26.2 

(43) (56) (76.8) (27.0) 

（ ）内は、26年度実績 
 
〔介護福祉コース〕 
 ・ 模擬試験を 1回開催し、35人が参加した。

また、在籍者全員が、介護福祉士国試対策
e-learningシステムに登録し、自己学習に
活用した。 

 
【子ども学専攻】 
・ 9月に 15園で実施した教育実習について、

10月の専攻会議で点検した。幼稚園教諭の
職務内容の理解と幼児への具体的な対応技
術等の修得が図られたが、実習園の調整等、
各教育委員会との打合せの必要性が課題と
された。 

・ 特例科目「カリキュラム論（幼免特例）」
「保育内容総論・保育内容Ⅰ（幼免特例）」
「幼児理解の理論と方法（幼免特例）」と
通常科目「幼児教育方法論」を集中講義で
開講した。 

（ｲ）情報工学部 
科学技術の進展とグローバル化、

地域・社会における産業・技術の動
向などを踏まえ、環境変動に適切に
対応できる技術者を育成するため、
専門分野別に学科横断的な教育プロ
グラムを整備充実させる。 
 

（ｲ） 情報工学部 
・ 横断的情報系教育プログラム８科
目の中で基幹となる科目を、学科単
位で開講できる体制を整備する。 
・ 各学科が目指す人材育成像と学生
の履修傾向を点検し、必要な改善を
行う。 

（ｲ）情報工学部 
・ 教員の採用により、基幹科目を学科単位
で開講できる体制を進め、27年度は、情報
システム工学科において科目名「プログラ
ミング言語Ⅱ」を学科教員で担当した。 

・ カリキュラムポリシーとの整合と29年度
から導入されるクオータ制を見据えた授業 

 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

特に、スポーツシステム工学科に
ついては、人体の動的な特性の解明
に重きをおく人間系サイエンスとＩ
ＣＴを駆使した情報系のエンジニア
リングを融合した教育を充実させ、
超高齢社会の諸問題の解決に貢献で
きる技術者の育成を目指す。 

科目の再編を行った。 
・ 27年度入学生を対象に履修傾向の調査を
行った。28年度以降も、当該学生の年次進
行に合わせて調査を行うこととしている。 

 

（ｳ）デザイン学部 
デザイン学の確立を図り、地域の 

課題解決ができる企画提案型人材を
育成するため、実技教育、少人数教
育など、柔軟で多様な教育体系や指
導方法を整備充実させる。 

（ｳ）デザイン学部 
・ 27年度において開始から 3年目に
入る、4領域再編の新しい教育体系構
想の実質化を、新たに始まる授業科目
を中心に円滑に実施する。・実際の地
域課題を把握 

・ 調査しながらその解決に向けた具体
的なデザイン提案を行う「デザインプ
ロジェクト演習」を開始する。 

・ 文部科学省の補助事業「産業界の
ニーズに対応した教育改善・充実体
制整備事業」の後継事業である「大
学教育再生加速プログラム（インタ
ーンシップ等を通じた教育強化）」
を活用し、インターンシップの取組
拡大を推進する。 

・ 教室へのタブレット端末の導入等
により「アクティブ・ラーニング」
の環境を整備し、ワークショップな
どの体験型授業の拡充を図る。 

（ｳ） デザイン学部 
・ 本学と包括協定を締結している総社市に
おいて、「デザインプロジェクト演習」を現
地調査を行いながら実施し、観光振興案を
提案した。 

・ 初年次対象の「フレッシュマン就業力セ
ミナー」について「大学教育再生加速プロ
グラム（インターンシップ等を通じた教育
強化）」を活用し、インターンシップ受入
先から講師を招いて実施した。 

・ タブレット端末を活用した体験型授業拡
充のため、「アクティブ・ラーニングシス
テム」の環境整備を行い、翌年度実施に向
けて、教員への説明会を行った。 

 

 
３ 

  
３ 

 

イ 大学院教育 イ 大学院教育 イ 大学院教育 ― ―  

（ｱ）保健福祉学研究科 
【博士前期課程】 

（ｱ）保健福祉学研究科 
【博士前期課程】 

（ｱ）保健福祉学研究科 
【博士前期課程】 

― ―  

① 看護学専攻 
・ 国際的な視野を持ち、高度な知識・

技術・研究能力を身につけた専門職
の育成を目指す。 

① 看護学専攻 
・ 講座全体のゼミナールの活性化を
図るとともに看護学専攻全体の中間
発表会を4回開催する。 

①看護学専攻 
・ 講座ごとのゼミナールを開催するほか、
看護学専攻全体での中間発表会を 4回開催
した。 

 
４ 

 
４ 

 
ゼミナールや中間発表

会、ネパール大震災後の現
地研修等に積極的に取り組
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

・ 平成25年度から大学院博士前期課
程に移行する保健師教育において
は、学士課程との効果的な連続性に
留意しつつ、教育プログラムの展開
を図る。 
 

○ 国家試験の合格率 (％) 

国家試験名 現状 目標 

保健師 － 100 

※ ただし、国家試験の受験は平成27
年3月の修了生から開始される。 

［予定するゼミナール］ 
基礎看護学講座 6回 
発達看護学講座 6回 
広域看護学講座 12回 

・ 修士論文については、学会発表及
び学術雑誌への投稿を推奨する。 

・ 外国人講師を招聘し、国際的な視
野を醸成するための講義や、英語力
向上に資する講義・演習の機会を作
る。 

・ 保健師国家試験合格率100％を目標
とする。 

基礎看護学講座 9回 
発達看護学講座 11回 
広域看護学講座 12回 

・ 修士課程に関する学会発表は 5件、学術
論文への投稿は 3件であった。 

・ 香港理工大学のジャスティナ・リュー氏
の講義に、大学院生 7人が参加した。 

・ 保健師教育では、学士課程との効果的な
連続性を図るため、「国際保健看護特論」
の海外講師（英語）による講義を学部生が
聴講した。また、「国際保健看護論演習」
をネパールで実施し、フィールドワークを
行った。 

・ 保健師国家試験合格率は 100％であった。 
 

［評価時の観点］   
ゼミナールや中間発表会等に積極的に取り 

組むとともに、修士課程に移行した保健師教育
では、ネパール大震災後に現地演習を行うな
ど、グローバル教育の推進を図った。 

んでおり、引き続き高度な
知識・技術・研究能力を備
えた専門職の育成に努めら
れたい。 

② 栄養学専攻 
・ 国際的な視野を持ち、高度な知識・

技術・研究能力を身につけるととも
に、それを生かして地域社会で指導
者・実践者として貢献できる人材の
育成を目指す。 

② 栄養学専攻 
・ 日中韓トライアングル協定の大学
間で進めている「食と健康」をテー
マとする合同カンファレンス（27年
度はウソン大学校で開催予定）にお
いて、英語による研究成果発表を行
う。 

・ 最新の研究動向を知り、今後の研
究に活かすために、国内外で開催さ
れる学会等に学生を参加させ、学外
の研究者等との交流を促進する。 

②栄養学専攻 
・ 合同カンファレンスについては韓国ウソ
ン大学で開催予定であったが、韓国におけ
る Marsウィルス感染の影響により、実施を
28年度に延期した。 

・ 海外での国際学会や国際会議に院生が参
加し、ポスター発表を英語で行った。 

・ 海外講師による「東アジア栄養学特論」
を 9月に集中授業で開講し、大学院生 7名
全員が履修した。 

・ 3月にアデレイド大学から教員と大学院生
を招聘して、本学でシンポジウムを開催し、
相互の交流を図った。 

・ ７月にイタリア、ダンヌンツィオ大学医
学部の教員により英語で実施されたスカイ
プ講義に大学院生を中心に30名が参加し、

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

薬理学の知識とイタリア文化への理解を深
めた。 

③ 保健福祉学専攻 
・ 国際的な視野を持ち、保健福祉領
域における諸問題を多面的な観点か
ら探索し、問題解決能力を有する高
度な専門職の育成を目指す。 

③保健福祉学専攻 
・ 教員が実施する国際研究報告会に、

大学院生を参加させ、国際的な視野
を涵養する。 

③保健福祉学専攻 
・ 10月の韓国保健産業振興院のジョン・ウ

ニョン氏の講演会に、大学院生 4人が参加
した。 

 

 
３ 

 
３ 

 

【博士後期課程】 【博士後期課程】   【博士後期課程】 ― ―  

① 看護学大講座 
・ 看護の知を創造して、国際的な場
で教育研究を遂行・実践できる人材
の育成を目指す。 

・ 保健・医療の質の向上に貢献でき
る看護のリーダーの育成を目指す。 

①看護学大講座 
・ 大学院生に、国際学会や海外研究
者の講演に参加することを奨励し、
英語での論文執筆を推奨する。 

・ 看護の質向上への貢献を目的に、
研究成果を看護実践機関や看護者に
還元する。 

①看護学大講座 
・ 国際学会での発表や海外研究者講演への
参加、英語での論文執筆を行った。 

・ 院生による研究発表件数 
論文   7件(6件) 
※うち英文 1件 

国内学会 6件(2件) 
国際学会 0件(2件) 

( )内は 26年度実績 
 
・ 院生の調査結果「職場環境と看護実践の
質との関連」の使用許可を得て、その成果
の一部を看護師対象の講義に活用した。 

・ 院生の調査による成果の一部を看護師対
象の講義に活用した。 

 
３ 

 
３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 栄養学大講座 
・ 国際的な先端研究を遂行でき、栄
養学領域において地域社会で指導
者・実践者として貢献できる人材並
びに国際的な研究者となれる人材の
育成を目指す。 

② 栄養学大講座 
・ 大学院生に、国内外で開催される
国際会議への参加と研究成果の口頭
発表を奨励する。 

・ 日中韓トライアングル協定に基づ
く合同カンファレンス等の企画を活
用し、海外研究者との共同研究を奨
励する。 

・ 国際誌への論文投稿を推奨する。 

②栄養学大講座 
・ 海外での国際学会に院生が参加し、ポス
ター発表を英語で行った。 

・ 院生による研究発表件数  
論文      2 件（6 件） 
国内学会 16 件（21 件） 
国際学会 30 件（12 件） 

（  ）内は26年度実績 
     

 
３ 

 
３ 

 

 

 

10 



18 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

③ 保健福祉学大講座 
・ 創造性と国際的な視野を備え、保
健福祉領域における学術の継承と発
展を担う教育者、研究者の育成を目
指す。 
 

③保健福祉学大講座 
・ 教員が実施する国際研究報告会に、

大学院生を参加させ、国際的な視野
を涵養する。 

・ 大学院生に、国内外の学会におけ
る研究成果の英語による発表（口頭
発表、論文発表）を推奨する。 

③保健福祉学大講座 
・ 10月の韓国保健産業振興院のジョン・ウ

ニョン氏の講演会に、大学院生 1人が参加
した。 

・ 院生による研究発表件数  
  論文   7件（8件） 

※うち紀要に英語論文１ 
学会発表 8件（8件、全て口頭発表） 

（  ）内は26年度実績 

 
３ 

 
３ 

 

 

 

 

 

（ｲ）情報系工学研究科 
【博士前期課程】 

（ｲ）情報系工学研究科 
【博士前期課程】 

（ｲ）情報系工学研究科 
【博士前期課程】 

― ―  

技術者に求められる対応領域の多
様化・高度化及び国際化に適合でき
るように、教育内容の刷新を図る。 

・ 教育プログラムを点検し、専門分
野の多様化・高度化及び学士課程教
育との接続性を中心に改善を検討す
る。 

・ 大学院生に国際会議における発表
を引き続き奨励し、国際的な視野を
涵養する。 

・ 現行の５領域制を見直して、カリキュラ
ム再編を行い、学士課程教育との接続性の
改善を図った。 

・ 院生筆頭による学外発表件数 
      論文     6件( 7件) 

国際会議  17件(21件) 
全国大会   60件(88件) 
中四国大会  51件(44件) 

( )内は 26年度実績 

 
３ 

 
３ 

 

【博士後期課程】 【博士後期課程】 【博士後期課程】 ― ―  

国際的な視野を備え、情報技術を
多様な分野に展開できる人材育成を
図るために、教育内容及び指導体制
の刷新を図る。 

・ 大学院生に国際会議における自主
的な発表を奨励し、国際的な視野を
涵養する。 

・ 情報技術の急速で多様な展開に鑑
み、主指導/副指導教員制に加えて、
研究アドバイザー教員制の導入を検
討する。 

 ・ 院生筆頭による学外発表件数 
論文      1件(2件) 
国際会議    0件(3件） 
全国大会     0件(3件） 

(  )内は 26年度実績 
 

・ 博士後期課程研究アドバイザー教員内規
を作成し、28年度から運用を開始すること
とした。 

 
［評価時の観点］  

院生筆頭による学外発表件数が減少した。 

 
２ 

 
２ 

 
 学外発表の積極的奨励に
より、発表件数の増加に努
め、大学院生の国際的な視
野の涵養を図られたい。 

12 

11 

13 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

１３（ｳ）デザイン学研究科 
【修士課程】 

（ｳ）デザイン学研究科 
【修士課程】 

（ｳ）デザイン学研究科 
【修士課程】 

― ―  

 専門的思考力・技術及び国際的・
総合的視野を備えた指導的実務者、
研究者としてのデザイナーを育成す
るための教育内容・実施体制を充実
させる。 

・ 実践者、研究者としてのデザイナ
ー育成のための研究指導とともに、
研究に対するモチベーションの向上
に注力する。 

・ 研究成果物の構成・様式等につい
て見直しを図る。 

・ 学会発表を積極的に研究指導に取り入れ
るとともに、実践的なプロジェクトへの参
加やコンペへの応募を促し、研究に対する
モチベーションの向上に努めた。 

・ 造形デザイン学専攻における領域統合に
ついて検討し、29年度から一専攻一領域制
を導入することとした。また、修了研究の
予備審査の導入について検討し、次年度に
試行することとなった。 

 
（院生の研究発表実績） 
①デザイン工学専攻 

国際会議   0件（2件） 
全国大会    3件（1件） 
中四国大会 1件（0件） 
産学官連携プロジェクト 1件（0件） 

②造形デザイン学専攻  
論文        0件（1件） 
全国大会    4件（1件） 
中四国大会  4件（1件） 
産学官連携プロジェクト 6件（0件） 

 (  )内は 26年度実績 
 

 
３ 

 
３ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（２）教育内容等に関する目標 

 

 

中 

 

期 

 

目 

 

標 

 ア 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー） 

    全学及び各学部・学科並びに大学院各研究科・専攻における入学者受入方針を明確化するとともに、それに対応した入学者選抜試験を実施する。 

  イ 教育課程 

     知性と感性を育み、豊かな教養と深い専門性を備えるとともに、問題発見能力及び問題解決能力を備えた実学志向の人材育成を目指す。 

学士課程では、全学教育科目と学部教育科目の間で教育内容の連携を図りながら、時代と社会の様々な要請に的確に対応できる能力を育成する。また、国際化

に対応して、外国語教育の充実に努める。 

     大学院課程では、学士課程との連携を保ちながら専攻分野に関する広範な専門知識の研究指導を行い、高度な専門職に従事する人材、研究者を育成する。 

  ウ 教育方法                                           

     学士課程では、専門教育への円滑な移行のため、高大接続教育、入学前教育及び全学教育を実施するとともに、専門教育の充実を図り、基礎知識及び応用能力

を修得させる。これらにより、豊かな人間性を培う教育を推進する。 

     大学院課程では、広い視野に立って、専攻分野における研究能力を向上させ、より広い対象に主体的に発揮できるよう研究指導を行う。また、他大学の大学院

及び県内の研究施設と連携して、教育研究を拡大する。  

     成績評価については、シラバス等に基づき厳格に行う。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（２）教育内容等に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

（２）教育内容等に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

（２）教育内容等に関する目標を達成するため
とるべき措置 

― ―  

ア 入学者受入方針(アドミッショ
ン・ポリシー) 
全学及び各学部・学科並びに大学

院各研究科・専攻における「どのよ
うな学生を求めるのか」を入学志願
者にわかりやすく情報提供する。 
また、求める資質の入学者を適切

に選抜するため、入学者選抜方式及
び試験内容の見直し・改善を図る。 
 
 

ア 入学者受入方針(アドミッショ
ン・ポリシー) 

・ オープンキャンパスや進学ガイダ
ンス等の入試広報では、アドミッシ
ョン・ポリシーを、ディプロマ・ポ
リシー、カリキュラム・ポリシーと
関連付けて、受験生等にわかりやす
く説明する。 

・ 入学者を適切に選抜するため、選
抜方式（推薦・一般）ごとに、学生
の入試成績、入学後の学修到達状況、

ア 入学者受入方針（アドミッション・ポリ 
シー） 

・ オープンキャンパスや進学ガイダンス等
にスライド等の視覚情報を活用してアドミ
ッション・ポリシーを分かりやすく説明し
た。 

・ 入学者選抜方法や試験内容の改善に向け
た具体的な検討を始めるため、一部学科に
おいて入試成績と入学後の成績の相関調査
を実施した。 

・ 大学院への外国人留学生の受入を促進す

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

能力、適性などを様々な観点から分
析し、入学者選抜方法や試験内容を
改善する。 

・ 保健福祉学科では、入学者選抜方
法の一つである面接に関し、入学者
受入方針に沿った内容の検討をさら
に進める。 

るため、保健福祉学研究科（博士後期課程）
では、外国人留学生用の出願資格（外国で
の修士、研究経験及び実績、日本語能力等）
を追加した。 

・ 保健福祉学研究科（博士後期課程）と情
報系工学研究科（博士後期課程）では、提
携大学の又松大学校、四川大学、南昌大学
及びハサヌディン大学からの留学生を受入
れるため海外特別入学試験の募集を実施
し、1人が受験した。 

・ 栄養学科では、オープンキャンパスの個
別相談ブースを増やすなど充実させ、50組
が参加した。今年度から新たに学内開放日
に実施した進学ガイダンスでは 5名が参加
し、参加者の増加につながった。 

・ 保健福祉学科では、入学者受入方針に沿
って、「面接」における質問項目の修正を
行い実施した。 

・ 保健福祉学研究科（博士前期課程）保健
福祉学専攻では、社会人の受入を促進する
ため、学力検査を英語に代えて専門口述試
験により実施し、6人が受験した。 

 

イ 教育課程 イ 教育課程 イ 教育課程 ― ―  

（ｱ）全学教育研究機構（全学教育の全
学的な実施組織）が主体となって、
全学教育の充実を図る。 

 

（ｱ）全学教育研究機構を改組した共通
教育部（27年度新設）と大学教育開
発センター（26年度設置）が連携し、 
27年度入学生から実施する「共通教
育科目」における教育内容、方法及
び実施状況の点検を進め、これに基
づき中・長期的な改定案の作成に着
手する。 

（ｱ） 
・ 各推進室において教育内容、方法及び実
施状況の点検を行った。27年度から開講し
た教養コア科目「自然科学入門」と「人文・
社会科学入門」(オムニバス形式)について、
成績評価後に担当教員間で情報交換を行
い、課題を共有した。 

・ COC+事業採択に伴い、社会連携科目につ
いての新設と名称変更を行うとともに、シ
ラバスの内容整備を図った。 

・ 共通教育部及び共通教育部が所管する 5
推進室のホームページを開設し、情報発信

 
４ 

 
４ 

 
共通教育科目の積極的導

入と、情報交換・課題共有
で実施状況の点検を行い、
また、COC+事業採択に伴い
「岡山創生学」に社会連携
科目を設置するなど、教養
教育の充実を図っている点
は評価できる。 

16 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

を行った。 
 

［評価時の観点］  
共通教育部では、5つの推進室がそれぞれの 

役割分担の下に教養科目の点検を行うととも
に、COC+事業の選定により副専攻「岡山創生学」
において社会連携科目等を設置するなど教育
内容の充実を図った。 

（ｲ） 国際的に活躍できるグローバルな
人材を育成するため、中級英語Ⅰ、
Ⅱの必修化等による実践的な英語教
育、語学・文化研修等による東アジ
ア圏の外国語教育に重点を置く。 

 
 
（ｲ）国際的に活躍できるグローバルな

人材を育成するため、次の取組を行
う。 

・ 「中級英語Ⅱ」履修者全員の TOEIC 
IPテスト受験を実施し、教育の成果
と課題を点検する。 

・ 異文化理解の能力やコミュニケー
ション能力を育成するため、スタデ
ィツアーの授業科目化を検討するな
ど、共通教育科目のサブカテゴリー
「国際」内の授業科目を充実させる。 

・ 国際交流センターにおける英語村
及びスカイプ英語の効果を点検し、
必要な見直しを行い、語学教育との
連携を充実させる。 

・ 第 2外国語に関しては、基礎韓国
語Ⅰ・Ⅱで、1,500～2,000の語彙習
得（韓国語能力試験（TOPIK）2級程
度）を引き続き目指す。 

（ｲ）  
・ 中級英語Ⅱ履修者全員が TOEIC IPテスト

受験を実施した。また、学習成果の経年変
化を把握するため、28年度から入学直後と
2年次秋の 2回、全学的に TOEIC IPテスト
を実施することとした。 

・ 英語教育カリキュラムを全面的に見直し、
28年度から導入することとした。 

・ 国際交流センターにおける各外国語村等
への学生の参加促進を図るため、イベント
等を開催した。 

・ 授業科目である語学文化研修の参加者に
事前授業としてスカイプ英語授業を活用
し、語学教育との連携を図った。 
○国際交流センターによる外国語村の状況 

 
開村時間 

参加人数 
(延べ) 

英語村 
平日 

12時～15時 
約 500人 

韓国語村 
木曜 

15時～16時 
約 160人 

スカイプ
英語授業 

木曜 
16時～17時 

約 130人 

  
・ 第 2外国語に関しては、基礎韓国語Ⅰ・
Ⅱで、定期試験の成績及び会話発表から判
断して約 20%の履修学生が韓国語能力の目
標を達成した。 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

また、韓国語能力試験（TOPIK）について、
1級に 1名が合格した。 

（ｳ） 学士課程では、高大接続教育や、
全学教育科目と学部教育科目との
間で教育内容の効果的な連携によ
り、様々な時代的・社会的要請に適
切に対応できる能力を育成する。 

（ｳ）学士課程に求められる社会の様々
な要請に適切に対応するため、次の
取組を行う。 

・ 高校における出前講座や「出張ガ
イダンス」を積極的に行い高等学校
教育との連携を図る。 

・ 大学で必要な基礎学力を習得する
ために、本学を志望する高校生向け
にアレンジした大学授業を提供す
る。（大学授業開放） 

・ 各学部は、それぞれのディプロマ・
ポリシーに沿うように、共通教育部
と連携して 4年間の履修モデルを作
成し提供する。 

・ 共通教育の学部教育に与える効果
について点検方法を検討する。 

（ｳ） 
・ 高校における「出前講座」や「出張ガイ
ダンス」を積極的に行い、高等学校教育と
の連携を図った。 

・ 高校生向けにアレンジした授業を提供す
ることによって大学での学びのモチベーシ
ョン向上と、基礎学力の修得を図るため、
高大接続事業として「高校生のための大学
授業開放」を実施した。 
6月 27日 デザイン学部 40人 

   8月 29日 保健福祉学部・情報工学部 
268人 

・ COC＋事業の選定を受け、各学部は、カリ
キュラムの見直しのほか、副専攻｢岡山創生
学｣開設の準備を進め、4年間の履修モデル
を作成し提供した。 

・ 共通教育の学部教育に与える効果につい
て卒業時アンケートにおいて把握に努め、
それをもとに今後の改善方法を検討するこ
ととした。 

 
３ 

 
３ 

 

（ｴ） 大学院の課程では、他研究科の授
業科目の受講や学会及び学会研究会
への参加により、専攻分野の深化を
図るとともに、幅広い領域に対する
問題の提起と解決能力を育成する。 

（ｴ）大学院の課程では、専攻分野の教
育を深めるとともに、幅広い領域に
対する問題の提起と解決能力を育成
するために次の取組を行う。 

・ 院生を国内外の学会、学外研究会
及び各種プロジェクトへ積極的に参
加させ、研究成果の発表や視野を広
げるための情報収集を奨励し、成果
の報告を義務付ける。 

・ 他研究科との融合科目の履修を奨
励する。 

・ 院生を県内の企業、自治体及び民
間団体が関与する各種の連携活動や
フィールド研究に参加させ、問題の

（ｴ） 
【保健福祉学研究科】 
〔看護学専攻〕 
・ 院生が国内外の学会に参加し、6件の発
表を行った。 

・ 保健師教育課程では、笠岡市北木島での
宿泊演習において、院生と学部生が家庭訪
問や健康教育を行い、現地医療・福祉・看
護従事者と意見交換をした。また、公衆衛
生看護展開論学演習では学内開放日に一般
住民に対する健康教育（ＣＯＰＤと呼吸）
を実施した。 

・ 院生筆頭の学会発表 6件 
〔栄養学専攻〕 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

提起・解決能力を向上する。 ・ 院生が国際会議へ積極的に参加し、意識
が高まった。 

・ デザイン学研究科造形デザイン学専攻と
の融合科目である食デザイン学特別研究を
栄養学専攻の学生１人が履修し、その研究
成果を修士論文にまとめ発表した。 

〔保健福祉学専攻〕 
・ 2名の院生がコミュニティカフェや地域
サロン活動に参加し、3名の院生がフィー
ルド調査を行った。 

【情報系工学研究科】 
・ 3名の院生がプログラミングコンテスト
ACM-ICPC本選に進出し、42チーム(海外を
含む)中 26位と健闘した。 

【デザイン学研究科】 
・ 院生が国内の学会に参加し、8件の発表
を行い、研究の深化を図った。 

・ デザイン学会中国支部学会発表会の運営
に院生が参加することで、社会対応力の涵
養が図られた。また、他学院生との交流に
より、モチベーション向上に繋がった。 

ウ 教育方法 ウ 教育方法 ウ 教育方法 ― ―  

（ｱ）大学教育へ円滑に移行できるよう
に、高大接続教育、入学前教育を工
夫する。 

（ｱ）大学教育に円滑に移行できるよう
に、次の取組を継続する。 

・ 高大接続教育の一環として、共通
教育における修学基礎のカテゴリー
において大学導入教育の充実を図
る。 

・ 推薦入学者に対する入学前教育を
各学部・学科の特性に応じて実施す
るとともに、その成果と課題を点検
する。 

・ 栄養学科では、オープンキャンパ
スを利用して、高大教育の接続科目
について模擬授業を行う。 

（ｱ）各学部・学科ごとに入学前教育を行った。 
【看護学科】 
・ 看護学基礎領域、英語、医学領域の講義
を行い、レポート提出により入学前教育の
内容と修得度を評価した。 

【栄養学科】 
・ 化学と生物の講義を行うほか、事前に与
えていた課題を当日点検し、理解度を確認
した。 

・ オープンキャンパスにおいて、基礎体験
実験を行い、延べ 133人が参加した。 

【保健福祉学科】 
・ 福祉に関する専門英語を教材としてグル
ープディスカッションを行い、20人が参加

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

した。 
 

【情報工学部】 
・ 推薦入学者に対する入学時学力の把握を
行い、それをフレッシュマンセミナーの指
導内容・方法等に反映させた。 

・ 12月と 2月に「推薦入試懇談会」を開催
し、基礎学力向上のための教育を行うとと
もに小テストを実施し、学力を確認した。 

【デザイン工学科】 
・ 卒業・修了制作展の参観とその報告を求
めるほか、建築・都市デザイン領域に関わ
る演習とワークショップを実施した。 

【造形デザイン学科】 
・ 事前に卒業制作展のレポート作成等を依
頼した上で、当日、それを用いたワークシ
ョップを実施した。 

 
 
 
 
 
 
 

 

（ｲ） 学士課程では、全学教育を充実し、
基礎知識や応用能力の修得と、豊か
な人間性の涵養に主眼を置いた教育
を行い、その上に立った専門教育を
実施する。 

（ｲ）学士課程教育で、基礎知識や応用
能力の修得と豊かな人間性を涵養す
るために次の取組を行う。 

・ 共通教育に教養コア科目（導入科
目）を導入し基礎知識の修得を図る
とともに、サブ科目（発展的科目）
において応用能力の修得を図る。 

・ 共通教育科目へのアクティブ・ラ
ーニング導入を組織的・積極的に図
る。 

・ 専門教育を修得する上で重要な共
通教育科目の履修指導を行う。 

・ 新入生対象の「フレッシュマンセ
ミナー」において、各学部・学科に
求められる資質や基礎知識が身につ
く教育を行う。 

（ｲ） 
・ 一部の科目について、以下のようなアク
ティブ・ラーニングを導入した。 
a 授業でのまとめや疑問点などを記入する
コメントペーパーなどを用いて、学習内
容の定着を図るとともに、学生からの意
見、質問等を受け付け、次回の授業で共
有した。 

b 自宅など学外から英語学習ソフトが利用
できるシステムを導入して授業外学習の
環境を整えるとともに、グループ内で学
生同士に学習成果を点検させることで、
学習意欲を向上させた。 

 
・ 専門教育に必要な共通教育科目の履修指
導を次のとおり行った。 

 

学部学科 内   容 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

看護学科 
 科学的思考力の基盤となる基
礎的知識等について指導した。 

栄養学科 
「統計学基礎Ｂ」「基礎有機化
学」及び「基礎生物学」を必修科
目と捉えるよう指導した。 

保健福祉
学科 

専門職業人としての基礎能力
について指導した。 

情報工学
部 

 3学科共通の必修科目は「基礎
解析学」「基礎線形代数学」及び
「基礎電磁気学」の 3科目(情報
システム工学科は「基礎力学」も
必修)で、専門教育とのつながり
を具体例を交えて指導した。 

デザイン
工学科 

専門教育への基礎となる「美術
の歴史」及び「統計学の基礎 A」
を履修するよう指導した。 

造形デザ
イン学科 

制作活動に必要な基礎能力を
身に付けるため、「コンピュータ
演習」を履修するよう指導した。                                         

 
 
・「フレッシュマンセミナー」での次の取組
を行った。 

学部学科 内   容 

看護学科 

・領域別の特徴看護学の概要 
・コーネル式ノート、レポート作
成方法 
ルーブリックによる評価とそ
れをもとにグループ別に意見
交換を行った。 

栄養学科 

・栄養学の概要 
・履修の進め方 
・キャリアガイダンス 
・大学での学びの基本 
・実験レポート作成方法 
・図書館の利用法 
・外国語習得の重要性 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

上記をオムニバス方式で行った。 
 

保健福祉
学科 

・公民 
・現代史 
・キャリアデザイン 
 保健福祉学科の学生に求めら
れる資質や基礎知識に関する教
育を行った。 

情報工学
部 

問題発見と解決の基礎となる
課題探求方法や、数学と力学教育
を重点的に実施した。 

デザイン
学部 

13 名の経営者やデザイナーを
講師に、フレッシュマン就業力セ
ミナーとして実施した。 

 
 

（ｳ） 大学院の課程では、専攻分野にお
ける研究能力を向上させ、広い視野
で主体的に問題発見・問題解
決ができる能力を修得し発揮で
きるように教育研究体制を整備す
る。 
また、教育研究の充実と社会のニ

ーズを的確に把握するため、他大学
の大学院、公的試験研究機関
や民間の研究所等と人的交流を行
い、必要に応じて連携大学院方式の
推進等に取り組む。 

（ｳ）専攻分野における研究能力を向上
させ、広い視野で主体的に問題発
見・問題解決ができる能力を修得さ
せるとともに、社会のニーズを的確
に把握した研究を推進するため、次
の取組を行う。 

・ 領域ゼミや専攻中間発表会等を活
発に行う。 

・ 専門領域のみでなく、他の領域の
授業も積極的に受講させる。 

・ 行政や産業界等に対して、研究成
果を用いて積極的に提言・提案を行
う。 

・ 他大学や研究機関の研究者や大学
院生との研究交流を積極的に行う。 

（ｳ） 
【保健福祉学研究科】 
〔看護学専攻〕 
・ 他大学で開催される研修等の参加を奨励
し、1名が聖路加国際大学大学院で開催さ
れた文科省「看護系大学教員養成強化事業 
(フューチャー・ナースファカルティ育成プ
ログラム)」に参加した。 

   27年度にネパールで実施した「国際保健
看護学特論演習」の成果の一部は学内紀要
論文（院生筆頭）として報告した。 

〔栄養学専攻〕 
・ 修士論文中間発表会を行った。 
・ 連携大学院方式授業(6科目)の受講を奨
励し、対象学生全員が受講した。 

・ (株)ハローズとの共同研究において、院
生の意見を取り入れた栄養バランス弁当を
開発した。 

・ 国内で開催された国際学会での発表のみ
ならず、国際学会の実施に向けて、他の大

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

学や研究機関と連携し運営スタッフとして
院生が参画した。 

 
〔保健福祉学専攻〕 
・ 中間発表会を 2回実施した。 
・ 他領域の受講を積極的に奨励し、9科目
において 12名が受講した。 

・ 1名の院生がスウェーデン農業科学大と
の共同研究に参加し、2名の院生が他大学
研究者と意見交換をした。 

【情報系工学研究科】 
・ システム工学特別演習Ⅰでは全学生が一
同に会して、発表と討論を行い、問題の発
見と解決に必要なスキルの修得を図った。 

・ システム工学特別演習Ⅱでは、主として
学外における研究発表レベルを求め、93%
の学生が学外での研究成果発表を行った。 

・ 3名の院生が、文部科学省「情報技術人
材育成のための実践教育ネットワーク形成
事業」への関与を機に、名古屋大学やその
他大学の院生等と交流（共同開発、実証実
験）した。 

・ アクティブラボ、アクティブキャンパス、
岡山県産業振興財団、県内自治体による各
種取組に大学院生が述べ 34名参加し、学外
ニーズの把握等に取り組んだ。 

【デザイン学研究科】 
・ 学外からの講師を招いて、知財教育に関
する意見交換を実施した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ｴ） 教育課程の編成・実施方針（カリ
キュラム・ポリシー）を整理し、そ
れに基づいて現状のシラバスの更
なる改善を行い、改善されたシラバ
スに基づく授業及び成績評価を厳
格に行う。 

（ｴ） 
・ 共通教育と学部教育との連携を図
るため、教養教育改革により策定さ
れた開講計画と、カリキュラム・ポ
リシー（教育課程の編成・実施方針）
及びディプロマ・ポリシー（学位授

（ｴ） 
・ 造形デザイン学科では、シラバスの到達
目標とディプロマ・ポリシーの整合性につ
いて、全科目の点検を実施した。 

・ 27年度入学生から新しい成績評価(GPA
制度)を導入した。今後、4年間分のデータ

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

また、学位授与方針（ディプロ
マ・ポリシー）を明確に定め、これ
に基づいた修了認定を厳格に行う。 
さらに、成績評価分析を常に実施

し、教育方法等の改善に活用する。 

与方針）の整合等について検討し、
必要な見直しを図る。 

・ 27年度入学生から新しい成績評価
（GPA制度）を導入し、今後の活用
方法等を引き続き検討する。 

・ シラバスの様式の点検・改善を実
施するとともに、提供システムの動
作を改善する。 

が得られる 30年度卒業生について、学部間
比較を行うなど、さらなる検討を加えてい
くこととした。 

・ 28年度用のシラバス様式について点検
し、項目の名称変更等を行うほか、入力例
及び入力要領を作成し、各教員に周知した。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（３）教育の実施体制等に関する目標 

 

中
期
目
標 

ア 教職員の配置等 

     学生に質の高い教育を実施し、教育目標を効果的に達成するため、適切な教職員配置と専門性の向上に努める。 

  イ 教育環境の整備 

     学生の学修効果を高めるため自習環境、附属図書館機能等の教育環境の整備・充実を図る。 

  ウ 教育の質の改善 

        学生に質の高い教育を提供するため、FD(ファカルティ・ディベロップメント：教員組織による能力開発)活動の改善を図りながら引き続き推進する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（３）教育の実施体制等に関する目標を
達成するためとるべき措置 

（３）教育の実施体制等に関する目標を
達成するためとるべき措置 

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

― ―  

ア 教職員の配置等 ア 教職員の配置等 ア 教職員の配置等 ― ―  

本学の教育目標に則して、新たな
学問の展開や社会状況に対応できる
ように、学部・学科の枠を越え、全
学的な視点に立った弾力的な教員選
考・教員配置を行う。 
（職員の配置についてはⅢ4(2)イ
（項目 No.76）参照） 

25年度に決定した教員定数の削減
方針（5年間で 9名）を受け、着実
に削減を進める一方、教育の質の低
下を招かないよう、全学的視点で教
員の配置を行う。 

・ 教員選考規程に基づき、教員選考（公募）
を行った。 

   教員選考（公募）実績 20人（18人） 
( )は 26年度実績 

・ 保健福祉学部助教を 1人及び情報工学部
助教を 3人削減した。 
教員定数の削減   4人（2人） 

( )は 26年度実績 

 
３ 

 
３ 

 

イ 教育環境の整備 イ 教育環境の整備 イ 教育環境の整備 ― ―  

（ｱ） 語学センターでは、英語の自主学
習ソフトの利用促進と、貸出用教材
の充実を図るなど、学生が使える英
語を習得できるよう支援体制の一層
の充実を図るとともに、国際交流の
場を提供する。 
また、引き続き学内で TOEIC IPテ

ストを定期的に実施し、学生の語学
力の向上を図る。 

（ｱ）語学教育推進室（旧語学センター）
では、次の取組を行う。 

・ 長期休業中は、語学教育推進室学
習支援コーナー及び CALL 教室を開
放し、学生の自主学習の機会を増や
す。また、語学文化関連の書籍や視
聴覚資料の精選充実を図る。 

・ 学習支援体制の充実を図るため、
学習相談に応じる TAを週に 4～5日

（ｱ） 
・ 長期休業中に CALL教室の開放を行った
が、利用者が特定の学生に限定されており、
改善が必要とされた。 

・ 語学文化関連の書籍の貸出システムをデ
ジタル化することで管理をしやすくした。 

・ 学習支援体制の充実を図るため、計画ど
おりに TAを配置し、学生からの相談等に積
極的に対応した。 

 
３ 

 
３ 

 
e-learning ソフトを導

入し授業に活用するなど、
新たな取組がみられたこと
は評価できるものであり、
一層の語学教育の充実を図
られたい。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

 
○TOEIC IPテスト 

項 目      現状 目標 
受験者数      45人 300人 
500点以上取得者数  15人 100人 

配置し、検定試験対策の相談や学習
の成果が現れにくい学生への支援を
行う体制を整える。 

・ ALC の自主学習システムの課題を
長期休業中の課題として活用し、自
主学習を充実させる。 

・ 授業外課題として多読学習を推進
し、読解力の向上を図る。当学習が
継続性を必要とするため取組を支援
する体制について検討する。 

・ 全ての学生に一定レベルのスピー
キング力を習得させるために、発音
チェックソフトの導入や統一スピー
キングテストの開発を行う。 

 
○TOEIC IPテスト 

項 目 目 標 

受験者数 400人 

500点以上取得者数 30人 

必修受験者の平均ｽｺｱ 370点 
 

・ a 音声訓練、b 英会話、c やさしい本の
多読をコンセプトとする独自の英語高度化
プロジェクトを開始した。 

・ 多読について、前後期各 600ページを読
破する課題を出した結果、飛躍的な貸出数
の上昇が見られ、英語の読書習慣が学生に
定着した。 

・ e-learning ソフト『発音検定』を導入し、
英会話Ⅰ・Ⅱの 24クラスの内 16クラスの
履修者全員が「発音力」と「発音検定」の
全ユニットを履修した。 

・ 担当教員が独自のスピーキングサイト「オ
ープンボイス」を開発し、英会話Ⅰ・Ⅱの
24クラスの内 16クラスにおいて、履修し
た学生たちが利用した。 

・ すべての学生に一定レベルのスピーキン
グ力をつけさせるため、新しい到達目標を
設定した。 

・ TOEIC IPテストを実施し、500点以上取
得者数と平均スコアについて目標を達成し
た。 
○TOEIC IPテストの平成 27年度実績 

項 目 実 績 

受験者数 362人 

500点以上取得者数 42人 

必修受験者の平均ｽｺｱ 375点 
 

（ｲ）情報教育センターでは、学生の情
報活用能力の向上を図るため、学生
の自主学習や教員の教育活動の支援
体制の充実を図る。 
また、学内の全学教育用・業務処

理用情報システムの整備・更新等を
効率的に行う支援をする。 

 

（ｲ）情報教育推進室（新設 旧情報教
育センターの業務を一部含む）では、
図書館と連携し、新設科目「情報リ
テラシー基礎」等の充実を図る。ま
た、情報基盤活用推進センター（同）
では、次の取組を行う。 

・ ネットワーク関係機器の更新等に
よりネットワークのトラブル防止と
ともに利便性の向上を図る。 

（ｲ） 
・ 「自然科学」カテゴリーの「情報・統計」
関連の科目を新設し、情報技術教育の充実
を図った。 

・ 新設科目「情報リテラシー基礎」では、
コンピュータのハード・ソフト両面の基礎
を解説し、ＩＴ技術能力の向上を行った（保
健福祉学部対象）。 
また、メディアリテラシー（情報を処理

 
３ 

 
３ 

 26 

25 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

・ 学生への情報処理演習室の開放は、
講義との調整を行い、最大限の開放
日数を確保する。 

する能力）について学習するとともに、近
年デザイン教育について必須の“著作権”
について集中的に取り扱った（デザイン学
部対象）。 

 
以下は情報基盤活用推進センターの実績 
・ 全学ネットワークシステムを更新し、
SINET5に対応できるよう設備を増強、及び
無線LANアクセスポイント50か所の整備等
を行った。 

・ 情報処理演習室の開放を 158日間実施し
た。 

・ 学務の効率化、ＩＣＴ技術を駆使した学
務関係の各種情報の円滑な活用に向けて、
全学情報システム（学務系）導入の検討を
行った。 

（ｳ）健康・スポーツ推進センターでは、
スポーツ及び健康に関する教育、課
外活動の充実と向上を図るととも
に、スポーツを通じての学生や教職
員の親睦と健康維持を目指す。 
また、地域住民を対象にしたグラ

ンドゴルフ大会の開催等、スポーツ
を通じた地域貢献に寄与する。 

（ｳ）健康・スポーツ教育推進室（旧健
康・スポーツ推進センター）では、
次の取組を行う。 

・ 体育施設については、授業で使用
していない時間帯の学内開放を実施
し、学生及び教職員の健康維持増進
に活用する。 

・ スポーツ施設・設備の点検・補修
や貸出用スポーツ用具の補充を行
う。 

・ 地域住民を対象にしたスポーツの
大会を開催し、幅広い年齢層に対し
てスポーツを通じた地域貢献活動を
推進する。 

（ｳ） 健康・スポーツ教育推進室では、次の取
り組みを行った。 

・ 28年度共通教育の健康科学カテゴリー開
講科目における体育施設の利用計画を作成
し、学生等への施設開放の日程等を明確に
した。 

・ 体育施設の点検・補修を行った。 
・ 岡山県立大学学長杯第 22回グラウンド 
ゴルフ交歓大会を 12月に開催した。（総社、
倉敷等の高齢者約 160人が参加） 
施設の学外開放実績 22件 
（野球場 15件，グラウンド 7件） 

 

 
３ 

 
３ 

 
 

（ｴ） 附属図書館では、図書・資料の電
子化と図書館の利用形態の変化に対
応し、閲覧環境の充実と利便性の向
上に努める。 
また、大学の学部構成等を考慮し 
 

（ｴ）附属図書館では、図書館の利用形
態等の変化に対応して、以下の取組
を行う。 

・ 利用者年齢制限緩和等により、地
域貢献の強化を図る。授業の一環と 

 

（ｴ） 
・ 図書館専門委員会において協議し、28年

度から年齢制限を撤廃することとした。 
・ 授業の一環として新入生にガイダンスを
行い、蔵書検索の方法などを指導した。 

 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

た特色ある図書・資料の充実に努め
るとともに、学生、教職員及び学外
利用者に対する教育研究支援サービ
ス等の充実に取り組み、その利用促
進を図る。 

して図書館ガイダンスを行い、学生
の図書館利用の向上に取り組む。 

・ ギャラリー展示スペースの充実を
図り、利用の多様化に努める。 

・ 図書館システムの更新時に、検索
速度の上昇や検索時の検索候補表示
機能の追加等を行い、利用者の利便
性向上を図る。 

・ データベース・電子ジャーナルの
利用促進を目的として、利用者やス
タッフを対象に講習会を開催する。 

・ 視聴覚資料を利用頻度の観点から
見直し、ニーズに基づき最適化を図
る。 

・ 展示スペースにコルクボードやピクチャ
ーレールを設置し、利用しやすい環境を整
えた。 

・ 図書館システムの更新を行い、蔵書検索
の速度向上やスマートフォンからのアクセ
ス対応等が可能な機能を追加し、利便性を
向上させた。 
また学外からの電子ジャーナル閲覧を一

部可能とした。 
・ リンクリゾルバ（書籍や電子ジャーナル
等の資料をまとめて検索できるシステム）
や電子ジャーナルの講習会を学生や教職員
向けに行った。 

・ 学生用の情報検索ＰＣを更新し、学習研
究の向上を図った。 

・ JaLC準会員に加入したことにより、電子 
化した資料の DOI付与が可能となり、学生 
・教職員及び学外利用者に対する教育研究 
支援サービスに努めた。 

ウ 教育の質の改善 ウ 教育の質の改善 ウ 教育の質の改善 － －  

（ｱ） 評価委員会が中心となり、大学教
育のあり方を検討した上で、教育内
容や授業方法の改善に資する FD（フ
ァカルティ・ディベロップメント）
活動を、年次計画を立てて継続的に
実施する。 

（ｱ）大学教育開発センターにおいて FD
活動の企画・実施等を行い、結果を
点検する。その結果を基に、評価委
員会は、FD活動の評価を行い、次年
度以降の FD活動の改善に繋げる。  
また、大学教育開発センターでは、

学外の有識者による FD活動に関す
る研修会を年 2回程度、その他広義
の FD活動に関する研修会を年 5回程
度企画する。 

（ｱ） 
ＦＤ活動の企画・実施は大学教育開発セン
ターが行い、評価委員会はその評価を行っ
た。 

授業評価アンケート（項目番号 30） 
相互授業参観（項目番号 90） 

また、FD・SD 研修会として、より関心の
高いテーマを設定するなど工夫しながら全
学研修会を 1回、教育開発講座を 6回、セ
ンターワークショップを 4回実施した。 

 
３ 

 
３ 

 
 

（ｲ） 評価委員会と各学部・学科が連携
を取りながら、教員の個人評価結果
や学生の授業評価アンケート結果を
分析して、教育の質の改善に活用す
る。 

（ｲ）27年度に試行する新しい教員の個
人評価制度（案）が、教育の質の改
善に活用できる制度となるように、
試行結果の検証を行い、制度を改良
する。 

（ｲ） 
・ 新しい評価制度により評価を試行したが、
結果の検証は 28 年度に引き続き検討する
こととした。（項目番号 72） 

 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

大学教育開発センターにおいて、
学生の授業評価アンケートの企画・
実施等を行うとともに、アンケート
結果を分析し、その結果を教育内容
及び授業方法の改善に役立てる。 

・ 学生の授業評価アンケートの企画・実施・
分析は大学教育開発センターが行い、評価
委員会はその評価を行った。 
なお、後期のアンケートから、学生の予

復習に関する調査（自習時間）を追加し、
学習成果の点検に生かすこととした。 
 

［授業評価アンケート結果］ 
27年度前期 
実施科目 402教科（391教科） 
実 施 率 98.0％ （99.0％） 

※被評価延教科目数／授業評価対象延教科 
共通６項目評価 4.13±0.45 

（4.13±0.40） 
※平均値±標準偏差 

 
27年度後期 
実施科目 377教科（370教科） 
実 施 率 97.2％ （96.1％） 

※被評価延教科目数／授業評価対象延教科 
共通６項目評価 4.11±0.45 

（4.16±0.40） 
※平均値±標準偏差 

 
          （ ）は 26年度実績 

 
 
 
 

（ｳ）教育年報を発行し、本学の教育活
動の成果を集約し、各種評価のため
の資料を提供するとともに、次年度
に向けた教育の質の改善の指針を提
示する。 
 

（ｳ）「教育年報 2014」は、大学教育開
発センターにおいて一部構成や項目
の見直しを行った上で、本学の教育
研究活動の成果をわかりやすく取り
まとめ、学内外に周知するとともに、
教育研究活動のさらなる発展と改革
のための基礎資料として活用する。 

（ｳ）「教育年報 2014」を 6月に発行した。 
また、28年度に発行する「教育年報 2015」

の構成や項目の見直しを行い、本学の教育
活動及び教育改革活動の成果を分かりやす
くまとめた。 

 
３ 

 
３ 

 

（ｴ）教員の教育力向上等に直接結びつ
く調査、実践活動に対する学内競争
的資金を充実させる。 

（ｴ）教育力向上支援事業は、本学の運
営方針である「全学教育への教養教
育の積極的導入」「国際交流の促進
とグローバル教育の推進」「戦略的
な地域貢献」を強化するための新規

（ｴ） 
助成額の決定通知時に、事業を効果的に進

めるための注意点や期待される事項等を記述
した補足説明を添付し、教員へフィードバッ
クした。 

 
４ 

 
３ 

 
 自由度が高い学内競争的
資金である教育力向上支援
事業について、効果的な改
善を実施したことは評価で
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

取組を優先的に採択することとす
る。 

   採択件数   24件 
   配分額      10,000千円 

  さらに、審査等の日程を早め、審査結果を
シラバスへ反映させ、年度当初から事業を円
滑に実施できるよう改善した。 

 ・27年度教育力向上支援事業結果 
   採択件数  21件（27件） 
   配 分 額   9,400千円（12,789千円） 
           ( )内は 26年度実績 
 
［評価時の観点］  

例年実施している教育力向上支援事業につ 
いて、効果的な改善を行い、年度当初からの事
業着手を可能とした。 

きるが、昨年度に比べて件
数・金額が減少している。
本事業は大学の運営方針を
具現化できる有効なツール
と考えられ、さらなる取組
を期待する。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

学生が有意義な大学生活を送れるよう学生の学習、生活、就職、経済面等に対する支援の充実を図る。 

（１）学習支援、生活支援に関する目標 

 

中期目標 学生の自主的な学習活動や課外活動を支援するとともに、心身の健康管理や相談等、学生生活に係る支援体制の充実を図る。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

２ 学生への支援に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

２ 学生への支援に関する目標を達成 
するためとるべき措置 

２ 学生への支援に関する目標を達成するため
とるべき措置 

   

（１）学習支援、生活支援に関する目標
を達成するためとるべき措置 

（１）学習支援、生活支援に関する目標
を達成するためとるべき措置 

（１）学習支援、生活支援に関する目標を達成
するためとるべき措置 

― ―  

教員が学生の訪問時間帯を設けて
研究室で待機し、授業等の疑問点や
個人的な悩みなどの相談を受けるオ
フィスアワー制度、学生毎にアドバ
イザー教員を決め進路や学業などの
相談を受けるアドバイザー制度、保
健室の専門の職員による健康管理体
制及び心配ごとや悩みを専門のカウ
ンセラーが聞く「ほっとルーム（学
生相談室）」などの充実を図り、自
主学習及び生活・進路相談における
指導体制を強化する。 

 
 
 
 
 

・ 学生支援室（27年度新設）におい
て、ボランティア等の学生の主体的
活動を側面的に支援し、課外のキャ
リア形成を促す。 

・ 年度初めのオリエンテーション時
に、学生の自主学習支援や生活・進
路上の問題解決を目的としたオフィ
スアワー制度や、アドバイザー教員
制度等を学生に周知する。また、相
談内容に応じた支援を行う。 

・ メンタル面における支援が必要な
学生には、学生相談室（ほっとルー
ム）を中心に適切な対応に努める。
学生相談室の認知度を上げるととも
に、より気軽に利用できるよう環境
を整備する。 

・ スマホ対応アプリ「学生手帳（仮
称）」を開発し、学生への的確な情
報提供を行う。 

・ 学生支援室を 10月 1日に開設し、学生が
自主的に課外活動の情報を検索し、アクセ
スできるようパソコン等を整備した。また、
学生に対し、ボランティア情報の提供を開
始するほか、関連書籍を整備し、学生の主
体的活動を支援した。 

・ 学生相談室の入口に観葉植物やデザイン
学部学生の作品を配置し、相談室に入りや
すい環境を整えた。また、相談室パンフレ
ットのデザインを一新し、認知度向上に努
めた。 

・ ＵＰＩ（学生精神的健康調査）で問題が
あった学生には、面談を行ったほか、保健
室から個別に連絡するなどしてメンタル面
の支援を行った。 

・ スマートフォンを利用した学生への情報
提供については、全学情報システム（学務
系）の導入（29年度）に合わせて実施する
こととした。 

 
以下は学部学科の取組 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

【看護学科】 
・ 新入生には入学後の早い時期に 2年生、
担当教員とグループミーティングを行い、
新しい生活環境や履修に関する支援を行っ
た。 

・ 3年生では半年以上にわたる長期実習、4
年生では卒論といった小グループでの担当
教員による支援を行った。 

【栄養学科】 
・ 全 1〜3 年次生を対象に、4 月と 10 月に
アドバイザー面談を行い、1～2年次生は 6
月の研修旅行時にもアドバイザーミーティ
ングを行う等、オフィスアワー以外でも教
員と学生とのコミュニケーションの機会を
持った。また、授業習熟度の低い学生に対
し、学科長・教務担当教員・アドバイザー
教員の 3人体制で個人指導を行った。 

【保健福祉学科】 
・ 1～3 年次生を対象に４月と 10 月にアド
バイザー面談を行った。10月は、前期の成
績を踏まえた相談を行い、安心して学業を
進められるようにした。 

【情報工学部】 
・ 1～3年次生を対象にアドバイザー面談を 

行った。また、成績不振者には教務委員が 
面談のうえアドバイスを行った。研究室配 
属後には、指導教員が学習指導も兼ねて指 
導を行った。なお、よりきめ細かな学生指 
導を行うため、次年度(28年度)からは成績 
表を各学科教員が配布することとした。 

【デザイン学部】 
・ クラス担当教員による低年次学生とのコ
ミュニケーション機会を増やした。また、
授業習熟度の低い学生へは教務担当教員に
よる個人指導を行った。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（２）経済的支援に関する目標 

 

中期目標 学業成績が優秀で経済的支援が必要な学生について、学業に専念できるよう経済的な支援の充実を図る。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（２）経済的支援に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

（２）経済的支援に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

（２）経済的支援に関する目標を達成するため
とるべき措置 

― ―  

学業成績が優秀で経済的支援が必
要な学生については、授業料減免制
度の活用、各種奨学金の斡旋などに
より支援する。 

 

・ 授業料減免及び各種奨学金制度に
ついて、説明会の開催やホームペー
ジ等への掲載により周知を図る。 

・ 授業料減免の要件緩和により対象
者の拡大を図る。 

（２） 
・ 授業料減免及び各種奨学金制度について、

説明会の開催やホームページ等への掲載に
より周知を図るとともに、学資等が十分で
なく就学が困難な成績優秀な学生に対して
制度の活用、斡旋による経済的支援を行っ
た。 

    
  授業料の減免 
   減免実績 延 193人（延 147人） 
 
  日本学生支援機構奨学金 
   定期採用者数 60人（61人） 
   応募者数   60人（61人） 

  （ ）内は 26年度実績 
 
・ 授業料重複減免の半額免除に係る学力基
準の緩和を行った。 

  減免決定者数 延 193人(147人) 
（ ）内は 26年度実績 

 

 
３ 

 
３ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（３）就職支援に関する目標 

 

中期目標 学生の社会的・職業的自立を支援するため、キャリア教育を実施するとともに、能力や適性に応じた進路指導や就職活動支援を行う。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（３）就職支援に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

（３）就職支援に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

（３）就職支援に関する目標を達成するためと
るべき措置 

― ―  

ア 学生が単なる就職活動に止まら
ず、人間形成や職業観などを幅広く
身につけられるように、教員は日頃
の授業を通じてキャリア形成支援に
努める。   

 
 

ア 学生に幅広い職業観が身につくよ
うに、以下の取組を行う。 

・ 効果的な「フレッシュマンセミナ
ー」等の実施により、初年度から学
生のキャリア形成を支援する。 

・ OB・OGによるセミナーやホームカ
ミング等の交流会を開催し、卒業生
からの助言により、在学生のキャリ
ア形成を支援する。 

・ 看護学科では、県内病院勤務の新
卒者の学び直しの機会提供と、在学
生との交流による在学生のキャリア
形成支援を目的とした「里帰り授業」
を、対象病院をさらに広げて実施す
る。（実施施設は実習・共同研究に
資することを条件とする。） 

・ デザイン学部では、文部科学省補
助事業「産業界のニーズに対応した
教育改善・充実体制整備事業」の後
継事業である「大学教育再生加速プ
ログラム（インターンシップ等を通
じた教育強化）」と連携を図りなが
ら、正課及び正課外の活動を通じて
キャリア形成を支援する。 

ア  
・ 看護学科では、「フレッシュマンセミナ
ー」において、｢私の目指す看護職｣のタイ
トルでレポート作成と少人数グループでの
ディスカッションを行った。 

   また、県内に勤務する看護師に対する「里
帰り授業」を対象病院を拡げて実施し、継
続的な学習支援につなげるとともに、在学
生との交流を通じて、先輩からキャリア形
成への示唆を得ることができた。 

   さらに、１～4年生に対しては、各年次
に応じて看護専門職としてのキャリア形成
に係る支援を行った。 

・ 栄養学科では、「フレッシュマンセミナ
ー」において、管理栄養士が活躍する職域
の紹介やロードマップとともに、栄養士の
倫理憲章を教材に加えた。また、栄養学科
独自の就職支援セミナー、県大吉備塾を開
催し、人間形成や職業観などのキャリア形
成を支援した。 

・ 保健福祉学科では、「フレッシュマンセ
ミナー」において、新入生が初年度からキ
ャリア形成を意識し、幅広い職業観を身に
つけることを目的に、専門職のあり方と卒
業生の就職・活躍状況について説明した。 

 
３ 
 

 
３ 

 35 



40 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

 また、5月に4年生を対象に、福祉施設・
機関の合同説明会を開催し、就職相談に応
じた（参加52人）。また、卒業生を招いて
の交流会や福祉施設・機関の合同説明会を
適宜実施した。 

・ 情報工学部では、企業説明会、県大祭ホ
ームカミング、インターンシップ等におい
て、企業や卒業生と在学生による懇談の場
を設けキャリア支援を行った。 

・ デザイン学部では、1 年次生については
「フレッシュマン特別講義」等の場におい
て、高年次生については「大学教育再生加
速プログラム」と連携し、正課及び正課外
の活動を通じて、キャリア形成を支援した。 

 

イ 学生のキャリア形成を支援するた
め、インターンシップ等の機会を充
実させる。 

イ 学生のキャリア形成を支援するた
め、以下の取組を行う。 

・ インターンシップの意義や重要性、
募集に係る情報の取得方法等につい
て、年度初めにオリエンテーション
を開催し学生へ周知する。 

・ 岡山県中小企業団体中央会と連携
し受入企業等との調整を行い、参加
を希望する学生の円滑なインターン
シップ活動を支援する。 
また、総社市と連携し引き続き総

社市役所の各部署で実施するインタ
ーンシップへの参加を支援する。  

・ 学外と連携するボランティア活動
に関する情報を学生に提供するとと
もに、AMDA等と連携し学生のキャリ
ア形成に効果的なボランティア活動
を推進する。 

イ 
・ 4月にインターンシップ説明会を開催し、

意義や重要性を周知し、参加手続きについ
て説明を行った。(参加 126人) 

・ NPO法人 WILが運営するインターンシッ
プ専用サイト「キャンパスウェブ」を活用
し、登録されている受入企業等とのマッチ
ングを支援した。 

・ インターンシップ参加実績 
民間企業等（NPO法人 WIL利用） 

16人（38人） 
総社市  19人（12人） 
真庭市   1人（－人） 

（ ）内は 26年度実績 
・ 「東日本大震災復興支援ボランティア活
動」については、大学コンソーシアム岡山
を通じて岡山経済同友会が実施した事業に
2名が参加、また、本学が AMDAと連携して
実施した単独事業に 14名が参加した。 

 
以下は学部・学科の主な取組 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

・ 看護学科では、春季・夏季休業中の職場
体験を支援し、3年生 8人、4年生 7人が参
加した。 

・ 栄養学科では、受入企業等との共同事業
（農マル園芸）に4名の学生が延べ12日間参
加した。 

・ 保健福祉学科では、各学年の前期オリエ
ンテーションで、インターンシップについ
て説明し、医療機関（参加学生数 3名）、
障がい者福祉施設（参加学生数 1名）、特
別養護老人ホーム（参加学生数 3名）でイ
ンターンシップを行った。 
また、保健福祉学科の教員が 51件のボラ

ンティア情報を学生に提供し、延べ 294人
がボランティアに参加した。 

・ 情報工学部では、インターンシップへの
積極的な参加を働きかけ、学部全体で 19
人が参加した。 

・ デザイン学部では、1年次生に対しては、
「フレッシュマン就業力セミナー」におい
て、インターンシップの動機付けを行った
ほか、高年次生については、ボランティア
型の地域インターンシップや夏季インター
ンシップへの参加を積極的に促すととも
に、フォローアップを図るなど、キャリア
形成を支援した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ウ 就職相談、各種ガイダンスや模擬試
験を実施し、学生の状況に応じた指導
や支援を行うとともに、企業の学内説
明会の実施、インターネット及び就職
相談室での求人情報等の提供などに
より、学生が就職活動を効率的に展開
できるよう支援する。 
 
○卒業生の就職率（％） 

学部名    現状  目標 

ウ 就職相談、各種ガイダンスや模擬
試験については、以下の取組を行う。 

・ 就職相談を週２～３回実施すると
ともにガイダンス、模擬試験、自己
分析検査などを就職活動の時季にあ
わせて開催する。 

・ 就職相談室と学生支援室（27年度
新設）の連携を図り、課外の活動を
キャリアポートフォリオ（学生自身
による課外活動の記録）に反映する。 

ウ 
・ キャリアカウンセラーによるカウンセリ
ング、エントリーシートの作成指導、面接
指導などの就職相談(週 2～3回、繁忙期に
は週 4回)では、学生１人ひとりに応じた細
やかな対応を行った。 

・ 学生支援室を 10月に設置し、環境整備を
図った。なお、学生の課外活動に係るキャ
リアポートフォリオについては、全学情報
システム（学務系）の導入計画に合わせて

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

保健福祉学部  96.8  97 
情報工学部   95.2  97 
デザイン学部  87.8  95 

 (就職率＝就職者数/就職希望者数) 
 
 

・ 就職支援専門スタッフ（仮称）に
よる本学主催の就職セミナーの開
催、就職情報の収集・分析などを新
たに行う。 

・ 27年度から就職活動の解禁時期が
変更になることから、企業等の動向
を把握し、学生が十分な就職活動が
行えるよう支援する。 

・ 求人等の就職関連情報を、学生が
効率的に収集、活用できるようイン
ターネットを通じた情報提供の充実
を図る。 
就職率 
27年度卒業生の就職率の目標 
保健福祉学部 97％ 
情報工学部  96％ 
デザイン学部 91％ 

 
【看護学科】 
・ 面接マナー、エントリーシートの
書き方についてのガイダンスを新た
に行う。 

【栄養学科】 
・ 領域別に、教員による専門職視点
からの集団模擬面接等を実施する。 

【保健福祉学科】 
・ 各学生の進路希望を的確に把握し
た上で、個別進路指導を充実させる。 

【情報工学部】 
・ システムエンジニアリング岡山
(SEO)の会社説明会（本学開催）等へ
の学生の参加を奨励する。 

【デザイン学部】 
・ 年 2回開催している「ポートフォ
リオ展」、卒業生等を招いた「就活
トークショー」、学外特別講師によ

検討することとした。 
・ 学生が就職活動の準備を積極的に進めら
れるよう、業界研究等をはじめ、エントリ
ーシートや面接対策など選考をふまえた内
容のガイダンスを実施するとともに、SPI
試験や自己分析検査等を実施した。 
また、新たな取り組みとして、グループ

ディスカッションの対策講座、キャリアカ
ウンセラーと連携し、内定者による就職活
動報告会を実施した。 

・ 学生支援室に、学生が就職関連情報の収
集に活用できるようパソコンを整備した。 

 
【看護学科】 
・ 6月に卒業生を招き、全学年を対象に就
職ガイダンスを開催し、職場情報の提供の
みならず、進学を含めた卒業生自身のキャ
リアビジョンを紹介した。 
4年次生を対象に就職進学ガイダンスを

5月に卒業生のホームカミングデーと同時
開催し、OB・OGからの情報収集を可能とし
た。 

【栄養学科】 
・ 栄養教諭採用試験前に集団模擬面接(2
回)を実施した。また、行政職採用試験前に
個別模擬面接(5回)を実施した。 

【保健福祉学科】 
・ 毎週１回掲示板に求人票を掲示し、応募
期間が短いものはメールで就職情報を伝え
る等、支援を行った。 

  また、4年次生を対象に4月に進路希望調
査を行い、学生の進路希望の把握に努めた
ほか、5月に27箇所の福祉施設や医療機関の
合同就職説明会を開催した。また、3年次生
を対象に12月に、就職ガイダンスを行った。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

る「個別キャリアガイダンス」の充
実を図る。 

【情報工学部】 
・ 3月に 28年度卒業・修了予定者を対象に、

合同企業説明会を開催した（参加企業数 60
社。また、県大祭ホームカミングで卒業生
に就職活動体験の紹介を依頼し、在学生の
効率的な就職活動を支援した。 

【デザイン学部】 
・ 卒業生等による特別講義や学外特別講師
による「個別キャリアガイダンス」および
企業説明会を、11月以降毎週実施した。ま
た、他大学と協働の巡回展として「ポート
フォリオ展」を実施した。 

 
○27年度卒業生の就職率 
(学部生の就職率:％) 

 H27 H26 

保健福祉学部 100.0 100.0 

看護学科 100.0 100.0 

栄養学科 100.0 100.0 

保健福祉学科 100.0 100.0 

情報工学部 98.0 96.2 

デザイン学部 93.6 95.5 

学部全体 97.5 97.8 

 
(院生の就職率:％) 

 H27 H26 

保健福祉学研究科 87.5 100.0 

情報系工学研究科 95.6 98.0 

デザイン学研究科 100.0 100.0 

大学院全体 95.2 98.4 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（４）留学生に対する配慮に関する目標 

 

中期目標 外国人留学生が良好な環境で学習できるよう、各種支援の充実に努める。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（４）留学生に対する配慮に関する目標
を達成するためとるべき措置 

（４）留学生に対する配慮に関する目標
を達成するためとるべき措置 

（４）留学生に対する配慮に関する目標を達成
するためとるべき措置 

― ―  

外国人留学生に対しては、奨学金 
制度の調査・情報提供、学習面・生
活面での支援や住居の確保等に取り
組む。 

・ 留学生に対し、ホームページ等を
通じて奨学金制度等の情報提供を行
うとともに、日本での生活に不慣れ
な留学生に対し、チューターの活用
などにより学習や生活面での支援を
行う。 

・ アパート等の住居の確保が困難な
留学生に対し、留学生住宅総合補償
制度を活用し大学が連帯保証人とな
るなどの支援を行う。 

・ 留学生の意見を支援に活用するた
めに、留学生連絡会議を開催する。 

 ・ チューターを配置し、学習や生活面での
支援を行うとともに、留学生連絡会議を開
催(7月)した。 

・ 奨学金支給実績(研究生は含まない) 
    受給者数      4人（4人） 
    留学生数      8人（8人) 
・ チューター配置 

    対象留学生数    3人（2人） 
    チューター配置人数 2人（2人） 
・ 住居の確保 

    支援学生数     4人（2人） 
 ( )内は 26年度実績 

 
３ 

 
３ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 研究に関する目標 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

 

中期目標 

ア 地域の課題や社会の要請に的確に応えるため、教員自らの研究水準を高めて、研究成果を国内外に広く発信する。 

イ 大学の建学の理念や教育研究の理念を反映した研究に学内・学外を問わず協働して取り組み、県内はもとより国内外で、その研究成果に基づく社会貢

献活動を実施する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

３  研究に関する目標を達成するためと
るべき措置 

３ 研究に関する目標を達成するため 
とるべき措置 

３  研究に関する目標を達成するため 
とるべき措置 

― ―  

（１）研究水準及び研究の成果等に関す
る目標を達成するためとるべき措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関す
る目標を達成するためとるべき措 
置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標
を達成するためとるべき措置 

― ―  

ア 研究者としての教員の水準向上 
教員が、地域の課題や社会の要請

に応える各々の専門分野の研究成果
を国内外で積極的に発表する。その
成果をもとに、学内での競争原理を
効果的に適用して教員のレベル向上
を図る。 
また、学部・学科毎に、研究成果

の目標を設定し、目標達成に向けて
取り組む。 

ア 研究者としての教員の水準向上各
学部・学科において各教員の研究分
野に応じた研究目標を申告し、その
成果を相互に評価する。 

 
【看護学科】 
・ 学術論文（査読有り）の発表数は30
以上、学会発表数は60以上を目指す。 

【栄養学科】 
・ 学術論文（査読有り）の発表数は30
以上、学会発表数は50以上を目指す。 

【保健福祉学科】 
・ 専門分野に適合した研究業績（紀
要を除く）の発表数は33以上、学会
発表数は33以上を目指す。 

【情報工学部】 
・ 学術論文と国際会議論文の発表数
は、26年度実績以上を目指す。 

【デザイン学部】 

ア 研究者としての教員の水準向上 
教員個人の研究者としての能力を高めるた

め、学外において研究成果を積極的に発表し、
教員のレベル向上を図った。 

【看護学科】 
学会発表     56件（60件） 
うち国際学会  22件 

学術論文     10件（11件） 
  学術誌      18件（30件） 

うち英文    5件（ 3件） 
【栄養学科】 

著書          8件（10件） 
論文          27件（39件） 
国際会議      49件（27件） 
国内学会      67件（56件） 

【保健福祉学科】 
著書       43件（26件） 
論文       24件（32件） 
作品        4件（ 0件） 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

・ 専門分野における依頼制作及び公
募展入選以上の件数増を図るととも
に、学会発表（査読論文応募を含む）
の件数増を図る。 

・ 海外研修者の教員研究発表会を義
務づけ、研究内容の共有に向けた意
見交換の場を設ける。 

学会発表     44件（49件） 
【情報工学部】 

著書       6件（ 5件） 
論文       76件（68件） 
国際会議発表   67件（66件） 
国内学会発表  227件（247件） 

【デザイン学部】 
学術論文投稿   13件（10件） 
学術講演      14件 
作品展      48件 
公募展応募    22件 
学会等会議での口頭発表 21件 
依頼制作     52件（77件） 
実用化案件    12件 

 

イ 研究者情報の発信 
 本学全教員の情報を集約した教育
研究者総覧を毎年度更新すること
で、教員相互の情報交換及び評価に
役立てるとともに、学外へ情報発信
する。 
 また、各学部・大学院は、研究成
果を国立情報学研究所の学術コンテ
ンツ登録システムに登録し、国内外
に積極的に情報発信する。 

イ 研究者情報の発信 
・ 教員の個人評価システム開発にあ
わせて教育研究者総覧の掲載内容を
見直し、表示画面のデザイン性を向
上する。   

・ デザイン学部では、紀要を本学学
術情報リポジトリに掲載する 

イ研究者情報の発信 
・ 教育研究者総覧を 5月 1日を基準日とし
て更新した。 

・ 教員の個人評価システム開発にあわせて
教育研究者総覧の掲載内容を見直し、各教
員の研究成果と研究目標は、掲載項目から
除くこととした。 

・ デザイン学部では、リポジトリ掲載方針
を決定し、許諾申請書等の手続きや掲載用
紀要原稿の電子化に着手した。 

 
３ 

 
３ 

 

ウ 大学として重点的に取り組む課題 
 本学の基本理念に沿った研究課題
を一定年度毎に設定し、その研究成
果を社会に還元することで、国内外
からの評価を受ける。 

ウ 大学として重点的に取り組む課題 
教員の豊富な研究シーズや知識・

技術をベースに、異分野の教員が協
働で進める「領域・研究プロジェク
ト」の推進及び文部科学省の「地(知)
の拠点大学による地方創生推進事業
（地(知)の拠点COCプラス事業）」の
獲得を重要課題として取り組む。 

ウ 大学として重点的に取り組む課題 
・ 「領域・研究プロジェクト」を３領域４
プロジェクトに精査することにより、本学
が特に重点的に進める研究連携活動として
推進し、共同研究等の外部研究資金獲得に
貢献した。 

・ 文部科学省の COC+事業に選定され、連携
自治体や関係団体とともに、教育改革・域
学連携・産学連携の３本柱で取り組むこと
とし、おかやま COC＋推進協議会の立ち上
げや学内の体制づくりを進めた。 

 
４ 

 
４ 

 
文部科学省の COC+事業の

選定を受け、大学、自治体、
経済団体等で構成される協
議会を立ち上げ、併せて、
地域貢献活動に取り組んだ
ことは評価できるところで
あり、さらなる展開・充実
を期待する。 

41 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

［評価時の観点］  
本学の重要課題としていた文部科学省の 

COC+事業の選定を受け、「おかやま COC+推進 
協議会」の立ち上げや学内の体制づくりに取り 
組んだ。 

エ 倫理審査 
倫理的な配慮を図るため、教員が

人間を直接対象として行う医学、生
物学及び関連諸科学の研究を行う場
合は、必要に応じて倫理委員会の審
査を受ける。 

エ 倫理審査 
倫理審査規程等により、必要な審

査を適正に行い、医学研究等におけ
る倫理的原則を遵守する。 

エ 倫理審査 
倫理委員会において必要な審査を行うと

ともに、倫理審査規程を見直してその内容
の充実を図った。また、教員と大学院生を
対象に倫理講習会を開催した。 
 
（倫理審査） 

委員会開催数：6回、審査件数：83件 
（倫理講習会） 

    参加人数 67人（うち教員 40人） 

 
３ 

 
３ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 研究に関する目標 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 

 

中期目標 教員の研究活動が促進されるとともに、研究成果が社会に還元される研究実施体制等を整備する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（２）研究実施体制等の整備に関する目
標を達成するためとるべき措置 

（２）研究実施体制等の整備に関する目
標を達成するためとるべき措置 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達
成するためとるべき措置 

― ―  

研究組織や研究資金の配分等の 
研究実施体制は第 1 期中期計画で整
備されたので、その有効性を検証す
るために、学内の競争的研究資金の
配分を受けた研究成果の評価を厳密
に行う。 

 
 

・ 学術研究を推進する組織として、
学術研究センター（仮称）の早期設
置に向けて準備する。 

・ 27年度の学内の競争的研究資金（特
別研究費）の配分に、26年度の研究
成果等を反映させる。 

・ 特別研究費の配分を受けた教員全
員にOPUフォーラム2015での研究成
果発表を義務付ける。 

・ 基礎研究から応用研究までの全ての研究
の推進、科学研究費助成事業等の競争的研
究資金獲得の推進等を図るため、学術研究
推進センターを 10月 1日に設置した。 

・ 27年度の特別研究費の配分額に 26年度
の研究成果等を反映させた。 

・ OPUフォーラム 2015において、全ての教
員に対して研究成果発表を義務付けたこと
により、特別研究費を含め 124件の発表が
あった。 

 
３ 

 
２ 

 
学術研究推進センターを

設置したところであるが、
実績が十分ではない。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（１）地域貢献に関する目標 

 

中期目標 

ア 大学の持つ人的・物的・知的財産を地域に還元する全学横断的な組織である地域共同研究機構の機能を、引き続き充実・強化し、地域貢献をより一

層推進する。 

イ 高校との連携を強化する取組を各学部で積極的に進める。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に
関する目標を達成するためとるべき措
置 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に
関する目標を達成するためとるべき 
措置 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する
目標を達成するためとるべき措置 

― ―  

（１）地域貢献に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

（１）地域貢献に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

（１）地域貢献に関する目標を達成するためと
るべき措置 

― ―  

ア 学部を超えて共同研究等を推進す
る全学的な組織である地域共同研究
機構の機能を強化するとともに、社
会活動委員会が中心となり、地域貢
献をより一層推進する。 

 
 

ア 
・ 産学官及び地域との連携を緊密に
し、地域コミュニティの中核的存在
としての大学の機能強化を図る。 

・ 文部科学省の「地(知)の拠点大学
による地方創生推進事業（地(知)の
拠点 COCプラス事業）」に応募する。 

・ 地域共同研究機構で実施する「領
域・研究プロジェクト」等に重点的
に取り組む。 

ア 地域共同研究機構では、次の取組を行った。 
・ 地域貢献に戦略的に取り組むため、４月
に地域連携推進センターを新設した。 

・ 地の拠点大学による地方創生推進事業
（COC+事業）に選定され、事業協働機関と
協働し、教育改革、域学連携及び産学連携
の基盤づくりを行った。 

・ 「領域・研究プロジェクト」の活動によ
り、産学官の連携による共同研究に取り組
んだ。 

 
［評価時の観点］  

新たに地域連携推進センターを設置すると 
ともに、COC+事業の選定を受け、事業協働機 
関との協働による教育改革、域学連携及び産学 
連携の基盤づくりを進めた。 

 
４ 

 
４ 

 
 地域共同研究機構及び各
センターでは、企業や自治
体と連携し地域貢献に向け
た取組が活発に行われてお
り、COC＋事業の選定を受
け、さらなる展開・充実を
期待する。 

（ｱ）産学官連携推進センターにおいて、
本学の多様な学術研究に関わる知的
資源を活用し、地域企業との共同研

（ｱ）産学官連携推進センターでは、26
年度に引き続き、リエゾン機能の強
化等により共同研究や受託研究等を

（ｱ）リエゾン機能を強化するとともに、外部
研究資金獲得実績を学内競争的資金である
特別研究費の採択（査定）に反映したこと

 
３ 

 
３ 

 
 外部研究資金獲得を積極
的に奨励し、総額で過去最
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

究や受託研究等を積極的に推進す
る。 

 
○外部研究資金獲得件数（年間） 

資金の種類 現状    目標 
共同研究  28件 40件以上 
受託研究  30件 40件以上 
教育研究奨励寄附金 

29件 40件以上 
 
 

一層積極的に推進する。 
・ 地域の産学官との協力関係を組織
的に強化する。 

・ 外部資金の獲得を奨励するととも
に、より一層質の高い共同研究等を
実施し、外部資金の更なる獲得を目
指す。 

・ 外部資金獲得件数、獲得金額にお
いてそれぞれ対前年度5%増を目指
す。 

等により、総額では、過去最高額となった。 
○ 外部研究資金獲得件数 

資金の 
種類 

目標 H27 H26 

合 計 
127 

87,000 
119 

103,257 
121 

82,915 

共同研究 
44 

30,100 
47 

32,035 
42 

24,536 

受託研究 
30 

20,600 
27 

52,959 
29 

32,592 

教育研究奨 
励寄附金等 

53 
36,300 

45 
18,263 

50 
25,787 

 

高額となったことは評価で
きるところであり、さらな
る取組を期待する。 

（ｲ）保健福祉推進センターにおいて、
研究会活動を通した学術支援等によ
り、看護師、管理栄養士、社会福祉
士、介護福祉士、保育士、幼稚園教
諭等の専門家の能力の向上を図るほ
か、市町村が開催する保健福祉関連
行事や研究活動の支援を行う。さら
に、県・市町村・地域住民と協働し
て、子ども支援と子育て支援の充実
を図る。 
また、県民を対象とした、健康・

福祉に関する情報発信を行う。 
 

（ｲ）保健福祉推進センターは、以下の
取組を行う。 

・ 第一線で活躍している保健福祉分
野の専門職を対象に研究会を開催す
る。 

・ 地域の人々の健康、福祉の増進を
目的に、晴れの国「鬼ノ城カレッジ」
を開催する。 

・ 市町村と協力し、一日保健福祉推
進センターを実施する。 

・ 県、市町村、地域と協働して、子
ども支援と子育て支援を目的に、子
どもの余暇活動支援及び県大そう
じゃ子育てカレッジを実施する。 

・ 県、総社市、吉備医師会の協力を
得て、糖尿病相談室(個別の相談)
を運営する。 

（ｲ） 
・ 看護・栄養・保健福祉のそれぞれの分野
で延べ 45回の研究会を開催した。 

・ 晴れの国「鬼ノ城カレッジ」(140人参加) 
講師：細山 UD-Unit代表 細山雅一氏 
「復興と再生に生きる、日本文化とユニ
バーサルデザイン」 

・ 一日保健福祉推進センターを、6回開催
した。 

・ 県大そうじゃ子育てカレッジでは、親子
で楽しむ音楽会、保育ステップアップ講座
等を開催し、児童・保護者・学生・保育士
等の交流を深めた。 

・ 糖尿病相談室を本学と総社市保健センタ
ーで開催した(延べ利用者 22人)。 

 
［評価時の観点］ 

保健福祉の専門分野での知識やスキルを活 
用した研究会や、地域を対象とした講座の開
催、また、地域の子育て支援や糖尿病相談室の
開催等、多種多様な取組を積極的に行い、地域
から一定の評価を得ている。 

 
４ 

 
４ 

 
 保健福祉関係の研究成果
や専門性を生かした地域貢
献活動は、引き続き活発に
行われており、評価できる。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（ｳ）認定看護師教育センターにおいて、
糖尿病看護の高度な実践者を育成す
る。 
さらに、保健福祉推進センターと協

力して、地域住民を対象にした糖尿病
に関する相談の場を設ける。 
 
 
 
 

（ｳ) 認定看護師教育センターは、以下
の取組を行う。 
・ 実施計画（～27年度）に基づき、
糖尿病看護認定看護師教育課程を
継続する。 

・ 教育評価に実技を取り入れ、履修
生の学習効果を高める試みに挑戦
する。 

・ 本課程の修了生を対象に、1年に
1度のスキルアップ研修の場を提供
するとともに、３か月に１度の事例
検討会を行い、看護実践能力の向上
を支援する。 

・ 認定看護師教育センターの教員と
看護学科・栄養学科の教員、総社市
の健康づくり課が協力して、地域住
民を対象とした講演会の開催や、糖
尿病相談室等での各種測定を充実
させ、健康寿命の延伸と医療費の削
減を目指す。 

（ｳ） 
・ 認定看護師教育センターの 5期生 19人
の教育を行った。 
なお、当センターは、開設当初の目的を

概ね達成しており、計画どおり 27年度末
で廃止した。 

・ 本課程の修了生等を対象に、スキルアッ
プ研修を 3回開催した。 

・ 総社市と連携し、市民の糖尿病相談や健
康測定に応じた。 

 
３ 

 
３ 

 
 
 
 

（ｴ）福祉・健康まちづくり推進センタ
ーにおいて、学内教員の研究ネット
ワークを形成するとともに、学外で
は地域企業や行政と連携・協働して、
地域における介護・福祉環境の充実、
高齢者向け快適ヘルスケア施設の開
発等、安心・安全まちづくりを実現
するための実学的研究・開発を推進
する。 

  また、超高齢社会を迎えようとし
ている東アジア圏において、研究及
びビジネス展開を支援する。 

 

（ｴ）地域連携推進センター 
  地域連携推進センター（27年度新
設）では、次の取組を行う。 

・ 本学が包括協定を締結している総
社市、真庭市、笠岡市、備前市等と
連携し、26年度末に発展的に解消し
た福祉・健康まちづくり推進センタ
ーが取り組む課題を含めより幅広い
分野に関わる地域の課題の把握と解
決に向けたプロジェクトを企画立案
し、推進する。 

・ 笠岡市や NPO等と連携して、笠岡
諸島住民の疾病予防・健康増進に向
けた調査研究を行う。 

 

（ｴ） 
・ 包括協定を締結している 4 市において、

NPO 等と連携し、子どもの学習や子ども
の余暇活動等の推進支援、まちおこしマッ
プの作成、食に着目した健康づくりに関す
る取組等を企画・実施した。 

・ 笠岡市や NPO と連携して、疾病予防・
健康増進に向けた高齢者健康増進支援活
動等を企画・実施した。 

 

 
３ 

 
３ 

 
 COC+事業とも連携しなが
ら、包括協定を締結してい
る 4 市において積極的な取
組が見られ、今後のさらな
る展開に期待する。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（ｵ）社会貢献年報を発行し、本学の地
域貢献活動等の成果を集約し、学内
外にその活動を紹介するとともに、
次年度に向けた社会貢献活動の改善
の指針を提示する。 

（ｵ）地域貢献活動の成果発信について
は、Web化を継続するとともに、「社
会貢献年報 2014」と「研究シーズ集」
改訂版を発行し、戦略的に広報活動
を展開する。 

（ｵ） 
・ 「社会貢献年報 2014」を発行し、広く本
学の社会貢献活動をアピールした。 

・ 「知のシーズ集(改訂版)」を編集（28年
4月発行）した。 

 
３ 

 
３ 

 

イ 県内高校の校長や進路指導担当教
員と定期的に協議・情報交換を行う
とともに、各学部において大学・高
校間の双方向での学習効果を高める
取組を推進する。  
 

イ 県高等学校長協会員及び県内高等
学校進路指導担当教諭との懇談会等
を開催し、本学の教育方針、入学者
選抜、取得資格及び学生支援（奨学
金、授業料減免、就職支援）、新た
な高大接続教育の取組等を説明する
とともに、意見交換を行う。 
人間情報工学科では、学科名称変

更と教育内容の更なる徹底を図るた
め、県内高等学校進路担当教員を継
続訪問する。 
高校における出前講座や「出張ガ

イダンス」を積極的に行い高等学校
教育との連携を図る。（Ⅱ-1-(2)-ｲ
-(ｳ)）再掲 

イ 県内高校との協議・意見交換等を次のと
おり実施するほか、高校への講師派遣を行
った。 

 ・ 県高等学校長協会との懇談会(7月) 
    参加：13校（15校） 
    議題：岡山県立大学の改革、入学者選

抜の概要等 
 ・ 高等学校等進路指導担当教員との意見交

換会(6月) 
    参加：48校（55校） 
    議題：岡山県立大学の改革、入学者選

抜の概要等 
   （ ）内は平成 26年度実績 

 ・ 高校との連携講座・講師派遣実績 
    講師派遣校数   ５校 

講座数      ７講座 
・ 情報工学部では、８月を中心に県内 30
の高等学校を訪問し、名称変更した人間情
報工学科を中心に学部の説明を行った。 

 
３ 

 
３ 
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53 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（２）産学官連携の推進に関する目標 

 

中期目標 地域共同研究機構を核として、大学の研究内容等を情報発信するフォーラムの開催や企業・行政等の関係者と教員の交流により、産学官連携の充実を図る。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（２）産学官連携の推進に関する目標を
達成するためとるべき措置 

（２）産学官連携の推進に関する目標を
達成するためとるべき措置 

（２）産学官連携の推進に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

― ―  

ア 異分野の複数教員の連携で実学創
造の学域融合研究を行う「領域・研
究プロジェクト」を推進する。 

ア 引き続き地域共同研究機構が主導
し、「健康・福祉」、「地域環境」、
「モノ・コトづくり」の 3 重点領域
の下に、6 プロジェクト程度の研究
を推進する。 

ア 「健康・福祉」「地域環境」及び「モノ・
コトづくり」の 3重点領域を継続し、4プロ
ジェクトに集約して共同研究を重点的に推進
した。 

領域 共同研究 

健康・福祉 
岡山県産米を用いた米粉麺の
特性および食育に関する研究 

地域環境 
新製品の企画・開発を推進する
ための産学協働 

モノ・コト
づくり 

・ディジタルエンジニアリング 
・人がつながる身体性メディア

技術 

 
 

 
３ 

 
３ 

 
 
 

イ 教員とコーディネータが企業等に
出向き、研究内容の紹介や技術相談、
情報交換等を行うアクティブ・ラボ
を積極的に推進する。 

 
 
○アクティブ・ラボ実施件数(年間) 

項 目       訪問企業数 
現状(H19～23年度平均)  31件 
目標(最終年度)     50件以上 

イ 引き続きアクティブ・ラボ（出前
研究室）を積極的に推進し、実施件
数 45件以上を目指すとともに、共同
研究等への展開を目指す。 

イ 訪問企業数は 37件と目標を下回ったが、
教員とコーディネータが積極的に企業等へ
出向くことにより、本学シーズと企業ニー
ズのマッチングを図り、共同研究等への実
績獲得に貢献した。 

 
 
 
 
 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

○アクティブ・ラボ実施件数 

 
訪問企
業数 

訪問 
回数 

参加 
教員数 

延参加
教員数 

全学 
37 
(42) 

40 
(46) 

20 
(25) 

51 
(64) 

 
保健福
祉学部 

― 
14 
(2) 

7 
(4) 

17 
(4) 

 
情報工
学部 

― 
14 
(14) 

6 
(8) 

16 
(18) 

 
デザイ
ン学部 

― 
14 
(32) 

7 
(13) 

18 
(42) 

※各学部学科別数は、複数学部による合同実
施があるため、集計数は全額と一致しない。   

( )内は 26年度実績 

ウ OPU フォーラムを本学で毎年度開
催し、教員の研究紹介や企業・団体
との交流促進を図る。 

ウ OPUフォーラム 2015を、県立大学
を会場として次の三本柱で開催す
る。 

・ 教員の研究発表の場本学及び教員
のアピールを目的とし、教員の研究
紹介を行う。 

・ 教員と企業のお見合いの場 
昨年に引き続き、本学シーズと企業

ニーズのマッチングを行う。 
・研究実績（成果物）の発表の場   
教員と企業との研究から誕生した製
品、商品等の展示を行う。 

ウ OPUフォーラム 2015を本学で開催し、本
学教員の展示だけでなく、企業・団体等の
展示や災害関連展示を取り入れることによ
り、展示数は学内・学外とも最高となった。 
統一テーマ 
「場力・知力・環力～22歳のチカラ～」 

参加者 750名（うち学外 310名） 
展示数 学内     124件(112件) 
    企業・団体  31件( 26件)  
        学内各センター  6件(－) 

 ( )内は 25年度実績 
※ 26年度は学外開催のため、25年度
実績(学内開催)と比較 

 
３ 

 
３ 

 

エ 県内外の経済団体、企業、産業支
援機関、行政等との連携を深め、外
部に対しては本学の研究シーズの情
報、学内の教員に対しては競争的資
金の公募や産学官連携行事等の情報
を発信する。 

エ 産学官連携に関する情報発信につ
いては、引き続き、次の取組を行う。 

・ 岡山県等の行政機関、岡山県産業
振興財団や岡山商工会議所等の産業
支援機関、金融機関等との連携をよ
り一層強化し、情報収集を行う。 

・ 新たな広報戦略の中で積極的に本

エ 
・ 県内の産官金主催のフォーラムやシンポ
ジウムに積極的に参加し、ニーズの発掘と
新規企業等との連携を推進した。また、本
学でベンチャー企業とのミーティングを開
催し、学生、教員との連携を図った。 

・ 本学の研究が「イノベーションジャパン

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

学の研究シーズを外部に発信するた
めに「イノベーションジャパン 2015」
等への出展を行う。 

・ 研究シーズ情報の発信方法等を改
善する。 

・ 学内関係者に対して、ホームペー
ジ、メール等で競争的資金の公募や
産学官連携行事等の情報を発信す
る。 

2015」に 2件採択されたことにより、出展
や研究発表を全国に情報発信した。 

・ 学内関係者に対してホームページやメー
ル等により競争的資金の公募情報や産学官
連携行事の情報を発信した。 

  



56 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（３）国際交流に関する目標 

 

中期目標 

ア 国際化に対応する人材を育成するため、国際交流協定を締結している外国の大学との間で、学生・教職員の相互派遣及び共同研究等による教育研究

交流を推進する。 

イ 教育研究の進展に対応して、国際交流協定を締結する大学を拡大する。 

ウ 国際社会に開かれた大学として、学生の海外研修を推奨するとともに、留学生の受入を進める。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（３）国際交流に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

（３）国際交流に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

（３）国際交流に関する目標を達成するためと
るべき措置 

― ―  

ア 海外の大学との間で、国際共同研
究を行っている教職員や学生の幅広
い分野での相互交流を推進する。 
 
○海外の大学との国際共同研究数 
現状(H19～23年度平均) 9件 
目標(最終年度)     15件 

ア 国際共同研究や、教職員・学生の
相互交流を次のとおり推進する。 

 
・ 国際共同研究数の目標を 12件以上

とする。 
・ 看護学科では、ウソン大学校との
交換留学制度の効果的な運用や、ス
タディツアーの充実、ハサヌディン
大学等との遠隔授業の試行によりグ
ローバル教育を一層推進する。また、
ネパール及びインドネシアの看護リ
ーダーを招聘し研修を行うことで、
これらの国の看護の向上に資する。 

・ 栄養学科では、アデレイド大学と
の研究交流を進めるために教員の相
互訪問を行うとともに、アデレイド
大学の教員を招聘してシンポジウム
を開催する。また、ハサヌディン大
学から客員研究員を招聘し、研究交
流を推進する。 

・ 情報工学部では、27年 9月に四川
大学に教員を派遣し、「学術交流ワ

ア 国際共同研究や、教職員・学生の相互交流
の推進について、次のとおり取り組んだ。 
 
・ 看護学科では、ネパールのトリブバン大
学教員及び本学の外国人特別研究員との共
同研究を行うとともに、インドネシアのハ
サヌディン大学やアデレイド大学の教員に
共同研究の意向についてヒアリングを行
い、具体的な実施について今後検討するこ
ととなった。 
学術交流では、トリブバン大学から講師

招聘による記念講演の実施、また、ハサヌ
ディン大学と本学の両看護学科間における
遠隔講義（Web会議システムを利用）等を
実施した。 

・ 栄養学科では、豪州のアデレイド大学と
の研究交流を推進するため、3月に 1名の
教員を本学に招聘し特別セミナーを開催し
た。 
また、ハサヌディン大学から特別研究員

を受け入れ，共同研究を開始した。 
・ 保健福祉学科では、次の大学と国際共同

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

ークショップ」を実施し今後の交流
の進展を図る。 

・ デザイン学部では、台湾の国立雲
林科技大学設計学院（デザイン学部）
との交流事業の双方大学での実施を
検討する。 

研究を行った。 
   韓国又松大学校 

韓国延世大学 
韓国建陽大学 
韓国保健産業振興院国際医療本部 
韓国ソウル市立大学 
ノルウェーベルゲン大学 
スウェーデン農業科学大学 
アメリカ合衆国西ミシガン大学 

・ 情報工学部では、中国四川大学電気信息
学院において、情報工学部教員８人が両者
による学術交流ワークショップを行った。
また、28年度は、本学でワークショップを
行うことが確認された。 

・ デザイン学部では、9月にメキシコのモ
ンテレイ工科大学を訪問し、授業とワーク
ショップを実施した。 

  また、1 月には同大学の学生の作品展示
会を倉敷市内で開催したほか、3 月には同
大学と台湾の国立雲林科技大学設計学院と
の国際交流セミナーや作品展示を岡山市内
で実施した。 

 

イ 国際交流協定を締結する大学を必
要に応じて拡大する。 
 
○ 国際交流協定締結大学数 

現状（Ｈ24年度） ７大学 
目標（最終年度） 10大学 

イ 国際交流協定の締結について、次
の取組を行う。 

・ 全学的な国際交流協定を増やす準
備として、学部間交流協定の推進と
アジア圏を中心に新規の交流先を開
拓する。 

・ 中国人国際交流員を引き続き活用
し、中国を始めとした海外の協定先
大学との交流等を促進する。 

・ デザイン学部では、香港大学、ア
メリカのクレムソン大学、メキシコ
のモンテレイ工科大学並びにモンテ
レイ大学との、国際交流協定の締結
を視野に学術交流等を進める。 

イ 
・ ネパールのトリブバン大学、台湾の国立
雲林科技大学、メキシコのモンテレイ工科
大学プエブラ校及びモンテレイ大学と国際
交流協定を締結した。また、中国の河南科
技大学と国際交流協定締結に向けた協議を
行った。 

・ 看護学科では、香港理工大学との学部間 
学術交流協定を 28年 2月に締結した。 

・ デザイン学部では、上記の雲林科技大学
等３校との大学間学術交流協定の締結を機
に、当該大学との交流を活性化することと
し、香港大学、クレムソン大学との協定締
結については、再検討を行うこととした。 

 
４ 

 
３ 

 
 国際交流協定締結大学数
は中期目標を達成している
が、これまでの成果の検証
を踏まえ、今後どの程度ま
で増やすのか、既存の締結
校も含め何を目的として交
流していくのかなどについ
て検討が必要である。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

［評価時の観点］  
4 大学と新たに国際交流協定を締結し、計 13

大学となり、中期計画の目標（10 大学）を達
成した。 

ウ 学生の海外研修を推奨するととも
に、留学生の受入と派遣を進める。 
 
○ 語学・文化研修の参加と受入数、
留学生の派遣と受入数 

項目 
  海外での語学・文化研修参加者数 

現状（Ｈ24年度）  24名 
目標（最終年度）  30名 

項目 
  海外からの語学・文化研修受入数 

現状（Ｈ24年度）  20名 
目標（最終年度）  25名 

項目 
  海外への留学生派遣数 

現状（Ｈ24年度）   0名 
目標（最終年度）   3名 

項目 
  海外からの留学生受入数 

現状（Ｈ24年度）  10名 
目標（最終年度）  20名 

ウ 学生の海外研修推進と留学生の受
入及び派遣を推進するために次の取
組を行う。 

・ 語学文化研修等の参加者、留学生
の送り出しについては、学生への啓
発に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 留学生受入体制の整備を進める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 25年度から開始したアデレイド大

学との語学文化研修の充実に努め、
留学生の派遣等に結びつける。 

 
・ 25年度から実施した香港及びアデ

レイドでの「スタディツアー」に加
え、「海外インターンシップ（仮称）」

ウ  
（語学文化研修） 
・ 4月に 26年度の報告会を開催、また、6
月と 10月に 27年度の募集案内の配布・掲
示及び説明会を開催した。 
英国バンガー大学  参加 11人 
豪州アデレイド大学 参加 12人 
韓国梨花女子大学  参加  7人 
※ 韓国又松大学校での研修は、Mars
ウイルス感染のため中止となったた
め、代替研修を梨花女子大学の協力
を得て実施。 

・ 一方、日本語・文化研修（本学受入）は、
26年度に引き続き中国南昌大学から 11人
の研修生を受け入れた。  

（留学生の受入） 
・ 交流大学の学生を対象とした、大学院博
士後期課程外国人留学生奨学金を創設し、
これを活用して 1人の留学生を受け入れる
こととした。 

・ 協定大学からの交換留学生（2人）を対
象とした日本語研修を実施し（3ヶ月、16
回）、より効果的に講義を受講できるよう
支援を行った。 

（アデレイド大学との研修充実、留学生派遣） 
・ アデレイド大学への留学希望者 1人につ
いて、手続き等の支援を行った。 

（スタディツアー等） 
・ 香港スタディツアーについては、申込者
が少なく中止した。 

・ アデレイドでの保健福祉スタディツアー
については、7人の参加があった。 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

の教育プログラム化について検討す
る。 

・ 国際交流センターは、学生の海外
研修等への参加の動機付けを目的
に、様々な国際交流イベントを開催
する。 

・ ハサヌディン大学の学生民族舞踊
音楽グループを招聘し、県大祭での
公演と学生との交流、小学校の訪問
やホームステイ等を通じて、相互理
解と国際親善を図り、今後の留学生
受入に繋げる。 

・ 「海外インターンシップ（仮称）」の教
育プログラム化については、国内及び海外
の優良事例について調査を行った。 

（国際交流センターでのイベント実施） 
・ 国際交流センターでは、ネイティブの英
語村スタッフと学生による、季節に応じた
国際交流イベント等を 6回開催し、学生の
海外研修等への参加の動機付けを図った。 

（ハサヌディン大民族舞踊音楽グループ招聘） 
・ 11月にハサヌディン大学の学生民族舞踊

音楽グループ（学生 20人、教員 3人）を招
聘し、県大祭での 4回の公演と学生との交
流、小・中学校での交流やホームステイ等
行い、相互理解と国際親善を図った。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（４）県内の大学間の連携・協力に関する目標 

 

中期目標  大学コンソーシアム岡山の活動に参画し、地域の教育・学術研究の充実・発展を図るとともに、産学官連携による活力ある人づくり・街づくりに取り組む。   

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（４）県内の大学間の連携・協力に関す
る目標を達成するためとるべき措置 

（４）県内の大学間の連携・協力に関す
る目標を達成するためとるべき措 
置 

（４）県内の大学間の連携・協力に関する目標
を達成するためとるべき措置 

― ―  

 本学の人的・知的資源を活用して、
「大学コンソーシアム岡山」の単位
互換制度への授業科目の提供、社会
人教育への講師派遣等の人づくりや
街づくりなどの取組に積極的に参画
する。 

・ 本学の人的・知的資源を活用して、
「大学コンソーシアム岡山」の単位
互換制度への授業科目の提供を行
う。 

・ 社会人教育に講師を派遣する。 
・ 学生と教職員が協力し、人づくり
やまちづくりなどの取組に積極的に
参画する。 

・ 大学コンソーシアム岡山の「吉備創生カ
レッジ」に社会人向けの６講義科目を提供
した。 

・ 大学コンソーシアム岡山の参加大学相互
間による単位互換制度へ１０講義科目を提
供した。 

・ 岡山市奉還町商店街にて実施した｢エコナ
イト｣イベントに本学学生が参画した。 

 
３ 

 
３ 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制の改善に関する目標 

 

 

中 

 

期 

 

目 

 

標 

（１）理事長（学長）、学部長等を中心とする機動的な運営の推進 

理事長(学長)が、その指導力、統率力を発揮して、責任ある意思決定を迅速に行い、全学的な業務を的確に遂行する体制による運営を推進する。 

また、学部等においても、大学全体の方針に基づき、効率的な運営を行う体制を確立する。 

（２）全学的な視点による戦略的な大学運営の推進 

理事長（学長）のリーダーシップのもと、法人の目的を達成するため、全学的視点及び学内競争原理に基づいた効率的な資源配分を行う。 

（３）地域に開かれた大学づくりの推進 

大学の活動内容が広く住民に周知され、住民や地域社会の要請が大学運営に適切に反映されるよう、地域に開かれた大学づくりを進める。 

（４）評価制度の活用等による業務運営の改善に向けた継続的取組の推進  

各種評価制度や監事による業務監査を活用し、継続的に業務運営を改善する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関す 
る目標を達成するためとるべき措置 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関す 
る目標を達成するためとるべき措置 

Ⅲ  業務運営の改善及び効率化に関す 
る目標を達成するためとるべき措置 

― ―  

１ 運営体制の改善に関する目標を達成
するためとるべき措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達 
成するためとるべき措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するた
めとるべき措置 

― ―  

（１）理事長（学長）、学部長等を中心
とする機動的な運営の推進 

（１）理事長（学長）、学部長等を中心
とする機動的な運営体制の推進 

（１）理事長（学長）、学部長等を中心とする
機動的な運営体制の推進 

― ―  

ア 理事長（学長）のリーダーシップ 
理事長（学長）は、学内コンセン

サスの確保に留意しながら全学的な
立場でリーダーシップを発揮し、大
学運営に関して責任ある意思決定を
迅速かつ的確に行う。 

ア 理事長（学長）のリーダーシップ 
理事長は、管理運営上の諸問題に

迅速かつ的確な意思決定を行うとと
もに、全教職員に向けて決定の根拠
や諸事情の説明を行い、それらを公
表する。 

ア  理事長（学長）のリーダーシップ 
  最終権限のある理事長がリーダーシップ
を発揮し、教職員から意見を聴取しながら、
迅速かつ一貫性ある意思決定を行った。 
また、教職員を対象に学長懇談会を 2回、

業務改善・意識改革のための講演会を 1回
開催した。 

 
３ 

 
３ 

 

イ 理事長（学長）の補佐体制 
  理事長がリーダーシップを発揮で
きるよう、「総務・財務」、「経営」、
「教育研究」、「産学官連携」の各

イ 理事長（学長）の補佐体制 
   役員（副理事長・学内理事）は、

絶えず情報交換を密にして、理事長
の意思決定を助けるとともに、理事

イ 理事長（学長）補佐体制 
   大学運営に関する全学的な共通認識のも

と、学内理事会を定期的に開催し、各担当
理事が責任を持って理事長を支える体制を

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

担当理事が責任をもって理事長を支
える。 
大学運営に学外の幅広い意見を反

映させるため、理事や審議会等の委
員に学外の有識者や専門家を登用す
る。 

長の方針に基づいて行動する。 保持した。 

ウ 学部長の役割 
 各学部長は、研究科長を兼務し、
学長の指示を受けるとともに、それ
ぞれの教育研究分野を担当する教員
の意見にも配慮して、学部全体の意
思決定及び運営を大学の方針に基づ
いて適正かつ効率的に行うよう努め
る。 

ウ 学部長の役割 
   各学部長は、各会議の場で学部の

意見を的確に述べることができるよ
うに、学部の諸会議を十分な時間を
とって運営する。 
同時に、学部長は、その会議で大

学運営の方針が教員に理解されるよ
うに説明する。 

 

ウ 学部長の役割 
   各学部長は、所属教員に大学運営の方針

を説明し、情報共有の充実を図った。また、
各会議の場で学長に対して学部としての意
見を明確に説明した。 

 
３ 

 
３ 

 
 

エ 教員組織と事務組織との連携強化 
   教員と事務職員の役割分担を明確
にするとともに、相互理解を深め協
働して機動的な大学運営を行う。 

エ 教員組織と事務組織との連携強化 
・ 26年度に始めた FD・SD合同研修
会を継続し、研修内容を充実させる。 

・ 大学教育開発センター等の業務に
ついて、これまでの教員、特任教員
に加えて事務職員からもセンター員
を任命し、教育開発や学生支援、広
報活動に係る企画立案等における教
職協働を推進する。 

エ 教員組織と事務組織との連携強化 
・ FD・SD合同研修会を 11回開催し、相互
の連携と情報共有の重要性を学んだ。研修
の企画では、教職員の関心や興味のあるテ
ーマとするなど、内容等について工夫した。
（項目番号 29） 

・ 27年度から事務職員は大学教育開発セン
ターのセンター員として部会や研修会（教
育開発講座等）に参画し、教育開発や学生
支援等に係る企画立案や提言を行うなど教
職協働が推進された。 

 

 
３ 

 
３ 

 
 
 
 

オ 各種委員会の運営 
  各種委員会において、各委員はそ
の審議結果を責任をもって各部局の
教職員に周知させる。 

 
 

オ 各種委員会の運営 
   委員会の委員は、審議結果を各部

局の教職員に周知する。そのために、
特に学部長は、前項ウに努め、委員
会と学部の会議の間で発言に齟齬を
生じないようにする。 

オ 各種委員会の運営 
委員会等の審議結果は、委員を通じて各

部局の諸会議等において報告・伝達されて
いる。 

 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（２）全学的な視点による戦略的な大学
運営の推進 

（２）全学的な視点による戦略的な大学
運営の推進 

（２）全学的な視点による戦略的な大学運営の
推進 

― ―  

ア 全学的、中長期的な視点に立ち、
大学の目標と教育研究上の重点分野
に留意しつつ、 CC戦略に基づいて、
学部の枠にとらわれず学内の資源配
分を行う。 

 
 ※CC戦略： 
  学内を競争[competition]と協働
[collaboration]と位置づけ、競争意
識をもって各教員が教育研究活動に
取り組むとともに、異なる専門分野
の協働作業を促進させる戦略 
 

ア 全学的、中長期的な視点に立って、
設定した次の運営方針の実現に向け
て教職協働により、実施可能な取組
から積極的に進める。 

(運営方針) 
1) 全学教育に教養教育を積極的に
導入する。 

2) 国際交流を促進するとともに、グ
ローバル教育を推進する。 

3) 地域貢献について戦略的に取り
組む。 

・ 競争的研究費を活用し、教員の研
究活動を活性化する。 

・ 多岐にわたる大学情報を適切に蓄
積、管理、提供、発信するために設
置された総合情報機構（27年度新設）
内の情報基盤活用推進センター及び
広報メディア開発センターにおい
て、全学的な大学情報の共有化や学
内情報の管理及び学内外への適切な
情報発信を行う。 

ア  
・ 3つの運営方針の実現に向け、27年度に
再編した学内組織において、教職協働によ
り所掌する業務に取り組んだ。 
教養教育関係では、共通教育部と大学教

育開発センターが 28 年度以降のカリキュ
ラムの見直しを実施し、グローバル教育関
係では、語学教育推進室と国際交流センタ
ーが役割を分担しながら各種事業を実施し
た。また、戦略的な地域貢献では、地域協
働により、地域連携推進センター等が各種
取組を進めた。 

・ 外部研究費獲得の奨励や学内競争的資金
「特別研究費」の充実により、教員の研究
活性化を図った。（項目 45参照） 

・ 情報基盤活用推進センターでは、学務系
の情報の管理・共有、分析等を行う全学情
報システム（学務系）の 29年度運用（一部
28年）を目指し、整備に着手した。 

  
３ 

 
３ 

 
 
 
 
 
 

イ 年度毎に部局長会議で大学の重点
課題を決定し、大学としてその課題
解決に向けた取組に資源を集中投資
するとともに、その活動成果を検証
して、今後の方針に反映させる。 

イ 部局長会議で大学の重点課題に対
する認識や対応の方向性を共有し、課
題解決に向けた取組に資源を集中す
る。課題解決に関する評価は、経営審
議会及び教育研究審議会で行う。 

イ 部局長会議で、理事長が自らの方針や目
標を提示し、各学部長と認識を共有すると
ともに、議題解決のための議論を行った。 

 
３ 

 
３ 

 
 
 
 

（３）地域に開かれた大学づくりの推進 （３）地域に開かれた大学づくりの推進 （３）地域に開かれた大学づくりの推進 ― ―  

ア 毎年度、公開講座等を実施し、県
民に親しまれる大学づくりを行う。 

ア 公開講座等の実施 
（公開講座） 
・ 地域住民に幅広く学習機会を提供

するとともに、大学における研究成

ア  公開講座等の実施 
（公開講座） 

テーマ： 「地域が求めるもの～『デザイ
ンのチカラ』」 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

果の普及と活用を図るために、公開
講座を開催する。 
27 年度は、デザイン学部が地域の

要望を取り入れながら内容を充実さ
せ実施する。 

 
（岡山県生涯学習大学主催講座） 
・ 地域に開かれた大学として、地域

住民に生涯学習の機会を提供する。
27年度は保健福祉学部が「現代的課
題を学ぶコース」として講座を企画
する。 

・ 大学祭時の学内開放や夏休み工作
教室を実施し、大学、学部学科等の
取組を地域住民や地域の子どもに分
かりやすく紹介する。 

受講者： 県内 59人（延 202人）  
修了証書交付：40人 
※幅広い年齢層から受講があった。 

 
（岡山県生涯学習大学主催講座） 

テーマ： 「認知症と向き合う～少子高齢
社会における豊かな老後～」 

受講者： 県内 47人（延 207人） 
修了証書交付：43人 
※60代以上が 7割を占め、昨年からの
継続受講もあった。 

 
（学内開放） 
・ 大学祭に併せて学内開放及び進学相談
を実施した。 

・ 夏休み工作教室・県大探検には募集人
員を超える応募があり、可能な限り受け
入れた。 

夏休み工作教室  小学生 28人 
（保護者 22人） 

県大探検     小学生 44人 
（保護者 34人） 

イ 地域に出向いて社会人向けの講演
や専門分野に関する研究会を行うア
クティブキャンパス(移動型の情報
発信基地)を推進し、地域の多様な要
望に応える。 

イ アクティブキャンパスの推進 
アクティブキャンパスを積極的に

開催する。これまで実績の少ない学部
を中心に、アクティブキャンパスの推
進を強化し、事業数の増加を図る。 

イ アクティブキャンパスの推進 
・ 学内公募により 17件の申請があり、全件

承認した。 
 なお、地域連携（協働）による取組であ
る COC＋事業の着手を機に、本事業の今後
のあり方を再検討することとした。 

 
３ 

 
３ 

 
 

 

（４）評価制度の活用等による業務運営
の改善に向けた継続的取組の推進 

（４）評価制度の活用等による業務運営
の改善に向けた継続的取組の推進 

（４）評価制度の活用等による業務運営の改善
に向けた継続的取組の推進 

― ―  

ア 認証評価機関及び地方独立行政法
人評価委員会による評価結果を踏ま
え、大学の組織、業務運営及び教育
研究活動について、継続的な見直し

ア 県評価委員会による評価結果や参
考意見を大学の組織、業務運営及び
教育研究活動の改善に活用し、更な
る取組を行う。 

ア 
・ 県評価委員会の評価結果及び参考意見を、

部局長会議を通じて大学各組織へ伝達し、
今後の活動の参考にした。 

 
３ 

 
３ 

 
 
 
 

68 

67 



 

65 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

を行う。 28年度の認証評価受審に向け、本
学の教育研究活動及びその実施体制
を点検・改善する。 

・ 28 年度の認証評価受審に向け、評価機関
の評価基準に基づき本学の教育研究活動及
びその実施体制について点検・改善を行っ
た。 
また、外部の有識者による評価として、

公立大学政策・評価研究センターによる大
学評価ワークショップを受審した。 

 
 
 

 

イ 監事による法人業務の監査結果を
大学運営に適切に反映させる。 

イ 監事及び会計監査人の監査結果に
指導項目があれば、役員会、経営審議
会及び教育研究審議会において改善策
を検討し、大学運営に適切に反映する。 

イ 平成 26年度の監査では「適正に行われて
いる。」との結果を得た。 

 

 
３ 

 
３ 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

 

中期目標 教育研究活動が、時代の変化や地域社会の要請に応え、地域産業の発展に資するよう、必要に応じ教育研究組織を柔軟に見直す。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標
を達成するためとるべき措置 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標
を達成するためとるべき措置 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成
するためとるべき措置 

― ―  

地域の要請に応え、地域とともに発
展する大学となるため、教育研究組織
の充実を図るとともに、必要に応じて
学外組織との間で組織編成や運営の協
働化を検討する。 

大規模な組織改編をうけ、新組織の
各活動と各組織の連携を点検・評価す
る。 

・ 27年度に再編した学内組織において、そ
れぞれの役割を認識した上で、他組織との
連携を図りながら事業を進めたが、組織の
あり方については引き続き点検・評価して
いくこととした。 

・ 27 年 10 月に学術研究推進センターを開
設し、教員個々の研究が適正かつ効果的に
実施されるよう具体的な支援のあり方につ
いて、検討を行った。 

 
３ 

 
３ 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

３ 人事の適正化に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

（１）法人化の特長を生かした弾力的な制度の運用  

法人の自主的・自律的な運営により学部の枠を越え、全学的な視点に立った弾力的な教員人事を行う。 

（２）能力・業績等を向上させる制度の運用   

教員の能力・業績等が適正に反映される評価制度を運用することにより、教員の意欲の向上を図り、教員の資質向上、ひいては教育研究の活性化に資する。 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

３ 人事の適正化に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

３ 人事の適正化に関する目標を達成 
するためとるべき措置 

３  人事の適正化に関する目標を達成 
するためとるべき措置 

― ―  

（１）法人化の特長を生かした弾力的な
制度の構築 

（１）法人化の特長を生かした弾力的な
制度の構築 

（１）法人化の特長を生かした弾力的な制度の
構築 

― ―  

  労働関係の法改正に伴う対応を適
正に行うとともに、柔軟で弾力的な
人事運営を行う。 

25年度に決定した、教員定数の削減
方針（5年間で 9名）を受け、着実に
削減を進める。（Ⅱ-1-(3)-ｱ 再掲） 

教員定数の削減       4 人（2 人） 
   （ ）は 26 年度実績 

（項目番号 89） 

 
３  

 
３ 

 

（２）能力・業績等を向上させる制度の
運用 

（２）能力・業績等を向上させる制度の
運用 

（２）能力・業績等を向上させる制度の運用 ― ―  

ア 教員の個人評価制度を適正に運用
し、教員の意欲の向上、資質の向上
を図る。 

ア 26年度に検討した教員の個人評価
の見直し（案）の試行を通して教員
の意欲向上・資質向上に繋がる個人
評価制度の導入準備を行う。 
試行結果を考慮しながら評価結果の

待遇面への反映方法を検討する。 

ア 26 年度に見直した評価項目及び評価方
法で、教員の個人評価を試行した。また、
個人評価調査書の作成から提出までを学内
ウェブから入力するシステムを整備した。 
なお、評価結果の分析及びその反映方法

については、引き続き 28年度に検討するこ
ととした。 

 
３ 

 
３ 

 

イ 理事長（学長）は、個人評価制度
により改善を求められた教員と面談
し、問題解決のアドバイスを行うと
ともに、全学の管理運営上の改善の
参考とする。 

イ 教員の個人評価の見直し（案）の
試行を通して C評価者を分析し、適
切なフィードバック方法を検討す
る。 

イ Ｃ評価となった教員に対し、「改善計画
書」を理事長(学長)に提出させた。理事長
はこれを基に面談を行い、評価結果を説明
し、今後につながるアドバイスを行った。 

 

 
２ 

 
２ 

 
適切なフィードバック方

法など、実効性のある手法
について検討されたい。 

72 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

［評価時の観点］  
C 評価者への面談等を実施したものの適切

なフィードバック方法の検討が課題である。 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標 

 

中期目標 
効率的かつ合理的な事務処理を行うため、事務組織及び業務等について不断の見直しを行う。 

事務組織が十分や任務を果たすことができるよう、SD(スタッフ・ディベロップメント：職員の資質の向上のための取組)活動を組織的に行う。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目
標を達成するためとるべき措置 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目
標を達成するためとるべき措置 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標を達
成するためとるべき措置 

― ―  

（１）業務の見直し （１）業務の見直し （１）業務の見直し ― ―  

 業務の進め方について不断の見直
しを行い、情報システムの導入等、
適切な手段を用いて事務処理の合理
化・効率化を行う。 

不要・不急の業務や非効率的な事
務処理について、不断の見直しを行
うとともに、業務のスクラップアン
ドビルドを行う。 

情報基盤活用推進センターでは、学内の
ネットワーク更新に合わせて、全学的によ
り効率化が図られるシステムの構築につい
て検討し、先ずは、学務系の情報を全学的
に管理・運用するシステムを導入すること
とし、その業務の範囲を決定した。全学情
報システム（学務系）として整備に着手し、
29年度に運用開始（一部28年度）すること
としている。 

 
３ 

 
３ 

 
 

 

（２）事務組織の見直し （２）事務組織の見直し （２）事務組織の見直し    

ア 事務職員については、県からの派
遣職員数が段階的に削減される見通
しであることから、法人職員を計画
的に採用し、育成する。 

ア  法人採用の職員を、引き続き、計
画的に採用し資質の向上に努める。 

ア 法人採用の事務職員採用試験を実施し、2
名を採用した。 
また、法人事務職員の採用方法等の見直

しを行い、28年度の採用試験から実施する
こととした。 

 
３ 

 
３ 

 
 
 

イ 適正な規模の人員配置を実現する
ため、組織運営の効率化を図るとと
もに、非常勤職員も含めた人員配置
等について不断の見直しを行う。 

イ 適正な規模の人員配置を実現する
ため、組織運営の効率化を図るとと
もに、非常勤職員も含めた人員配置
等について不断の見直しを行う。 

 

イ COC+事業の選定を受け、当事業を重点的
に進める学内組織「COC+推進室」を設置し、
専任職員 5名を採用決定した。 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

ウ 優秀な人材の確保及び定着のた
め、男女が共に働きやすい勤務環境
の整備に努める。 

ウ 引き続き、妊娠・出産、育児に関
する諸制度の周知と利用促進を図
り、仕事と子育ての両立を支援する。 

ウ 新規採用教職員説明会で、大学の諸制度
を説明するとともに、制度利用者へのきめ
細かい対応を行った。 

 
３ 

 
３ 

 

（３）事務職員の能力向上 （３）事務職員の能力向上 （３）事務職員の能力向上    

  事務職員の人事評価制度を適正に
運用し、職員の資質、能力及び勤務
意欲の向上を図る。 

  また、学内・学外を問わず研修受
講の機会を増やして、ＳＤ（スタッ
フ・ディベロップメント）活動を推
進する。 

26年度に作成した研修計画に基づ
き、学内研修を実施するとともに、
学外研修へ積極的に参加させる。 

研修計画に基づき、学内研修を実施する
とともに、学外研修にも積極的に参加させ
た。 

（学内研修） 
事務職員研修 7回（延 448人） 
※ FD･SD研修会等を含む。 

（学外研修） 
岡山県主催の新規採用職員研修 1人 
岡山県主催のﾌﾟﾚ主任級・ﾌﾟﾚ主幹級研修   

9人 
公立大学協会主催研修会(4回)  6人 

 
３ 

 
３ 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

１ 自己収入の増加に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

（１）学生納付金 

入学金・授業料等の学生納付金は、法人の業務運営における最も基礎的な収入であることを踏まえ、他大学の動向､社会情勢等を勘案し､適正な料金設定を行う。 

（２）外部資金の獲得 

教育研究水準のさらなる向上及び活動の活性化を目指し、国の科学研究費助成事業等や産学官連携・地域連携による共同研究等の外部資金の獲得を積極的に推

進する。 

（３）その他の自己収入確保 

大学資源の人的、物的等の資源の有効活用により、自己収入確保に向けた取組を推進する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標を達成
するためとるべき措置 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標を達 
成するためとるべき措置 

Ⅳ  財務内容の改善に関する目標を達 
成するためとるべき措置 

― ―  

１ 自己収入の増加に関する目標を達成
するためとるべき措置 

１ 自己収入の増加に関する目標を達 
成するためとるべき措置 

１  自己収入の増加に関する目標を達 
成するためとるべき措置 

― ―  

（１）学生納付金 （１）学生納付金 （１）学生納付金 ― ―  

ア 入学金・授業料等の学生納付金は、
県の認可に係る上限額の範囲内で、
他大学の動向、法人収支の状況、社
会情勢等を勘案し、適正な受益者負
担の観点から定期的な見直しを行
う。 

 

ア 入学金・授業料等の学生納付金の
見直しは、社会情勢や他の国公立大
学の動向を考慮して判断する。 

ア 入学金・授業料等の学生納付金の見直し
は、社会情勢や他の国公立大学の動向を考
慮し、行っていない。 

 
３ 

 
３ 

 

イ 学生納付金の納付については、コ
スト（手数料）、手続の簡便性、安
全性、学生の便宜等の観点から、口
座振替利用を進める。 

イ 授業料の口座振替制度の周知に努
め、口座振替利用率の維持・向上を
図る。 

イ 授業料の口座振替制度の周知に努め、口座
振替利用率の維持・向上を図った。 
・口座振替率  99.9％(99.8％) 

( )内は 26年度実績 
 
 
 

 
３ 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

（２）外部資金の獲得 （２）外部資金の獲得 （２）外部資金の獲得 ― ―  

ア 国の科学研究費助成事業等の競争
的研究資金や大学改革推進等補助金
の獲得に向け、理事長のリーダーシ
ップの下、戦略的な取組を強化する。 

○ 科学研究費助成事業採択件数・金額
（年間） 

現状     目標 
(H19-24平均) (最終年度) 

保健福祉学部 26件     40件以上 
36,373千円 56,000千円以上 

情報工学部  14件     40件以上 
20,083千円 56,000千円以上 

デザイン学部  1件     10件以上 
1,200千円 12,000千円以上 

ア 大学全体として、教員の科学研究
費助成申請（28年度当初採択）を支援
し、27年度採択結果（26年度申請分）
以上の獲得を目指す。 
また、文部科学省の「地（知）の拠

点大学による地方創生推進事業(地
(知)の拠点 COCプラス事業)」に応募す
る。 
（Ⅱ-4-(1)-ｱ 再掲） 

ア 28年度科学研究費助成事業への申請に
ついて、ベテラン教員がアドバイスを行う
科研費提出前検討会を実施した。 
また、岡山県立大学版チェックリストの

配布、科研費採択計画書の閲覧制度を継続
実施した。 
28年度科学研究費助成事業の獲得は、全

学で、前年度に比べ、件数は 65件で 16％
増、金額は 85,410千円で 3％増となった。 
 

○ 平成 28年度科学研究費助成事業採択件
数・金額 
（平成 27年度申請、間接経費を含む）  

 採択件数 金額(千円) 

全学 
65  
(56) 

85,410  
(82,615) 

 保健福祉学部 
38  
(33) 

48,100  
(46,540) 

 情報工学部 
22  
(19) 

31,850  
(29,445) 

 デザイン学部 
5  
(4) 

5,460  
(6,630) 

 （ ）内は 27年度実績 
  ※ 28年 4月 1日現在（4月転入者を含み 

転出者を除く） 

 
また、文部科学省の COC+事業に、県内 8

大学、8自治体、その他経済団体等と連携し
て本学が代表者として応募し、選定された。 
（平成 27年度実績 18,478千円） 
 

［評価時の観点］  
科学研究費助成事業の獲得について、件数、

金額ともに前年度を上回るとともに、目標とし
ていた文部科学省の COC+事業費を獲得した。 

 
４ 

 
３ 

 
 科学研究費助成事業は件
数、金額とも前年を上回っ
たが、目標には届いていな
いことから、さらなる戦略
的な取組の強化を図られた
い。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

イ 産学官連携を地域のみならず全国
規模で推進し、共同研究・受託研究・
教育研究奨励寄附金の外部研究資金
の獲得をより一層推進する。 

 
 
 
○ 外部研究資金獲得金額（年間） 

現状     目標 
(H19-23平均) (最終年度) 

共同研究 
    11,505千円 16,000千円以上 
受託研究 

53,608千円 70,000千円以上 
教育研究奨励寄附金 

13,027千円  16,000千円以上 
（※獲得件数については、Ⅱ４（１）
ア（ア）（項目 No45） 参照） 

イ 従来の活動を着実に継続するとと
もに、目標を設定し、以下の取組を
行う。 

・ 地域や企業とパートナー関係をつ
くり、複数年での質の高い提案型・
協働型の共同研究等の増加を図る。 

・ イノベーションジャパン等の全国
的な展示会等で情報発信を積極的に
行い、全国規模の共同研究等の拡大
を目指す。 

・ 外部資金獲得件数、獲得金額にお
いてそれぞれ対前年度5%増を目指
す。（Ⅱ-4-(1)-ｱｰ(ｱ) 再掲） 

イ  
・ 「領域・研究プロジェクト」において、商

品化等を目指して関係企業との共同研究を
進めた。 

・ 県内のみならず全国規模の産学官連携を
推進するため、「領域・研究プロジェクト」
のプロジェクトを中心に戦略的に「イノベ
ーション・ジャパン2015」等に出展し、本
学のシーズを発信した。 

 
○ 外部資金獲得件数 

資金の種類 目標 H27 H26 

合 計 
127 

87,000 
119 

103,257 
121 

82,915 

 共同研究 
44 

30,100 
47 

32,035 
42 

24,536 

 受託研究 
30 

20,600 
27 

52,959 
29 

32,592 

 
教育研究奨
励寄附金 

53 
36,300 

45 
18,263 

50 
25,787 

※ 上段件数、下段金額(千円) 
 

 
３ 

 
３ 

 

（３）その他の自己収入確保 （３）その他の自己収入確保 （３）その他の自己収入確保 ― ―  

地域社会の要請に対応した専門分
野の講習会・研究会等の受講料や施
設・設備の貸出しによる使用料収入
等の増加を図る。 

学内行事との調整を図り各種試験
会場としての利用に積極的に対応
し、収入の増加に努める。 

・ 保育士試験等の試験会場としての貸付を
行った。 
 使用料収入 102千円 

・ 昨年度に引き続き、保育士資格保持者が
幼稚園教諭免許状を取得するための講座を
開講し、これに伴う受講料収入を得た。（県
内の保育士 38人が受講） 

受講料収入 3,167千円 
 

 
３ 

 
３ 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

２ 資産の管理運用に関する目標 

 

中期 

目標 

（１）教育研究活動の活性化のため、施設の有効かつ効率的な活用に努めるとともに、適正な維持管理を図る。 

また、地域貢献の一環として、教育研究に支障のない範囲で、大学施設の地域開放を行う。 

（２）長期的かつ経営的視点から、金融資産の安全で効率的・効果的な運用を図る。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

２ 資産の管理運用に関する目標を達成
するためとるべき措置 

２ 資産の管理運用に関する目標を達 
成するためとるべき措置 

２ 資産の管理運用に関する目標を達成するた
めとるべき措置 

― ―  

（１）教育研究の水準を向上させるため、
施設の有効かつ効率的な活用に努め
るとともに、教育研究施設等の計画
的な維持管理、補修を行う。 

（１）教育研究施設等の整備・修繕計画
に基づき、引き続き、空調自動制御
設備や照明制御設備の更新等、教育
研究施設等の計画的な修繕を行う。 

（１）岡山県から「公立大学法人岡山県立大学
施設等整備事業費補助金」の交付を受け次
の設備更新等を行った。 

空調自動制御設備更新 
照明制御設備機器更新 
吸収冷暖房機液管炉筒取替 

 
３ 

 
３ 

 

（２）大学運営に支障のない範囲で大学
施設を一般に開放する。 

（２）大学運営に支障のないよう十分に
調整し、大学施設を一般に開放する。 

（２）まきび支援学校のスクールバス乗降場所
及びそうじゃ吉備路マラソン大会の駐車場
として、また、各種大会の会場として、本
学の施設を提供した。 

野球場   15件(20件) 
グラウンド  7件(25件) 

（ ）内は、26年度実績 

 
３ 

 
３ 

 

（３）資産運用、資金管理については、
安全性、安定性等を考慮しつつ、法
律で認められた範囲内で余裕資金の
効率的、効果的な運用を行う。 

（３）市場金利動向を踏まえ、金融機関
等の定期預金や国債等の債券など有
利かつ確実な金融商品を選定し、短
期又は中長期の資産運用を行う。 

（３）余裕資金の適正かつ確実な運用を図るた
め、短期及び中期の定期預金に預け運用を
図った。 

 
３ 

 
３ 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

３ 経費の抑制に関する目標 

 

中期目標 
予算の効率的・弾力的執行により、管理的経費の節減を図る。 

また、教職員一人ひとりのコスト意識の啓発を図るとともに、教育研究活動経費の効率的かつ適正な執行に努める。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

委員 

会 

評価 

委員会参考意見 

３ 経費の抑制に関する目標を達成す 
るためとるべき措置 

３ 経費の抑制に関する目標を達成す 
るためとるべき措置 

３  経費の抑制に関する目標を達成す 
るためとるべき措置 

― ―  

（１）競争性のある調達の徹底、外部委
託と内部資源活用のコスト比較、内
部事務の効率化・省力化などにより、
管理経費・投資経費の節減を図る。 

（１）競争性のある調達の徹底、外部委
託や業務の簡素化・合理化、全学的
な省エネルギーの徹底により、管理
経費・投資経費の節減を図る。 
 

（１）可能な限り競争入札を実施するととも 
に、随意契約についても調達業者の見直し 
を図るなど経費の抑制に努めた。 

 
３ 

 
３ 

 

（２）教職員のコスト意識の涵養に取り
組むとともに、教育研究活動経費の
効率的かつ適正な執行に努める。 

（２）部局長会議においてエネルギー使
用量を周知し、省エネルギーの啓発、
全学的な省エネルギーの徹底を進め
る。 
また、教育研究活動経費の効率的

かつ適正な執行に努める。 

（２）部局長会議においてエネルギー使用量に 
ついて周知し、省エネルギーの徹底を進め 
た。また、警備の際に不要な電気を消すな 
ど、節電意識の啓発に努めた。 
・エネルギー使用実績 

1,170kL(H26:1,230KL) 対前年度比 95.1％ 

 
３ 

 
３ 

 

（３）運営費交付金が、計画期間中の６
年間、毎年度段階的に削減される見
通しであることから、教育費・研究
費までを含めた各種経費の見直しを
行うとともに、人件費についても、
教職員定数を見直すなど、削減に努
める。 

 

（３）運営費交付金削減に対応するため、
継続事業に係る経費の抑制を図る。
一方で、国際交流の推進などの重点
分野については戦略的な予算配分を
行う。 

   また、25年度に決定した教員定数
の削減方針（5年間で 9名）を受け、
着実に削減を進める。（Ⅱ-1-(3)-ｱ 
再掲） 

（３）当初予算では一般管理費を対前年比 3%削 
減するとともに、新たに新規重点事業枠を設 
け、本学が推進している重点 3分野に予算配 
分を行った。 

また、 保健福祉学部助教を 1人及び情報
工学部助教を 3人削減した。 

※ 職員定数の削減 4人(2人) 
※（ ）は 26年度実績 

 
３ 

 
３ 
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Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する目標 

１ 評価の充実に関する目標 

 

中期目標 
教育研究活動及び業務運営について、大学の自己点検・評価体制により、定期的に自己点検・評価を実施する。 

また、外部評価を受け、その結果を教育研究活動及び業務運営の改善に活用する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該
情報の提供に関する目標を達成するた
めとるべき措置 

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該
情報の提供に関する目標を達成する 
ためとるべき措置 

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の
提供に関する目標を達成するためとるべき措
置 

― ―  

１ 評価の充実に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成す 
るためとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するためと
るべき措置 

― ―  

  大学が教育研究の質の充実を図る 
とともに、教育研究活動の透明性を高 
めるため、評価委員会において、運営 
や教育・研究活動を定期的に自己点 
検・評価する。 
また、学部及び大学院の教育方法・ 

内容・カリキュラムやアドミッショ
ン・ポリシーと教育内容の整合性につ
いては、教育研究活動委員会において
定期的に評価する。 
さらに、入試の実施方法について 

は、入試委員会で点検・改善を行い、
その効果を評価する。 

 （※外部評価結果による改善について
は、Ⅲ１（４）ア（項目 No68）参照） 

 

教職協働による大学教育開発センタ
ー等の企画立案機能を強化し、常任委
員会や各部局による実施機能及び評価
委員会の点検評価機能との連携による
PDCAサイクルの確立に努める。 
学生の授業評価アンケート、教員の

相互授業参観等を実施することによ
り、教育研究活動を点検・評価し、教
育研究の質の向上と透明性の確保を図
る。 
入試実施後は課題を整理し、改善策

を速やかに決定して次年度の入試に反
映させる。また、選抜方式は、各学部
が行った評価結果により必要に応じて
見直す。  

・ 教育研究活動の改善に資するため、授業
評価アンケートによる定期的な自己点検・
評価を行った。 

・ 相互授業参観について、26年度の分析結
果をもとに実施し、その実施結果をもとに
意見交換会を開催した。 

・ 27年度入試の実施状況を踏まえ、受験者
の面接室への誘導方法、募集要項に記載す
る受験上の注意事項等について見直しを行
い、28年度入試から反映することとした。 

・ 選抜方式の評価について、各学部におい
て入学形式（推薦入試・一般入試各日程）
と入学後の成績推移との関連を調査した。 

 
３ 

 
３ 
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Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する目標 

２ 情報公開の推進に関する目標 

 

中期目標 
公立大学法人としての社会に対する説明責任を果たし、大学運営の透明性を確保するため、広報体制の強化を図り、教育研究活動や業務運営に関する積極

的な情報提供に取り組む。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成
するためとるべき措置 

２ 情報公開の推進に関する目標を達 
成するためとるべき措置 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成するた
めとるべき措置 

― ―  

  広報専門委員会において戦略的な 
広報活動を企画し、その戦略に基づ 
き、教育研究活動や地域貢献活動、業 
務運営に関する各種情報を効果的に 
発信する。 

・ 広報メディア開発センター（27年
度新設）では、部局長会議における
広報戦略・方針のもと、大学情報の
メディア展開に関する具体的方策を
設定し、情報の収集や包括的な編集、
デザインの開発、発信方法の開発等
を行う。 

・ 利用者の視点に立った、大学ホー
ムページとなるよう更新・改修を行
い、スマホ専用サイトを新たに作成
する。 

・ 大学施設・景観等を季節毎に撮影・
蓄積しメディア展開に活用する。 

・ 大学広報紙 OPUを年 2回発行した。 
・ 大学オリジナルグッズとして、トートバ
ッグを作成した。 

・ 無人航空機を使って、広報用写真撮影を
行った。 

・ 利用者の視点に立った大学ホームページ
の構築を目的に改修作業に着手するととも
に、在校生や受験生を対象としたスマホ専
用サイトの作成に着手した。運用は、各種
イベント等スケジュールを考慮し、28年度
中に開始することとしている。 

 
３ 

 
３ 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

１ 施設設備の整備に関する目標 

 

中期目標 長期的視点に立った施設設備の整備計画を策定し、省エネルギーやユニバーサルデザイン等に配慮した整備を推進する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に
関する目標を達成するためとるべき措
置 

Ⅵ その他業務運営に関する重要事項 
に関する目標を達成するためとるべ 
き措置 

Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する
目標を達成するためとるべき措置 

― ―  

１ 施設設備の整備に関する目標を達成
するためとるべき措置 

１ 施設設備の整備に関する目標を達 
成するためとるべき措置 

１ 施設設備の整備に関する目標を達成するた
めとるべき措置 

― ―  

  教育研究機能を充実させるため、施 
設設備の整備、大規模修繕及び高額機 
器の購入については、長期的な計画を 
策定し、効率的に実施する。その際、 
省エネ効果やユニバーサルデザイン 
に配慮する。 

エネルギー効率に配慮し、空調自動
制御設備、照明制御設備等の大規模修
繕を長期計画に基づき実施する。 

  大規模修繕計画に基づき、空調自動制御設
備、照明制御設備機器の更新、吸収冷暖房機
の液管炉筒取替工事を行った。 

 
３ 

 
３ 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

２ 安全衛生管理や危機管理等に関する目標 

３ 社会的責任に関する目標 

 

中期目標 

２ 教育研究現場での安全を確保し、快適な修学環境・職場環境を形成するために、安全衛生管理及び教職員の心身両面の健康管理を計画的に行うとともに、

防災対策や情報セキュリティの確保等効果的なリスクマネジメントを実行する。 

３ 法令遵守や人権尊重を全学的に徹底し、法人に対する社会の信頼を確保する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

２ 安全衛生管理や危機管理等に関する
目標を達成するためとるべき措置 

２ 安全衛生管理や危機管理等に関する
目標を達成するためとるべき措置 

２ 安全衛生管理や危機管理等に関する目標を
達成するためとるべき措置 

― ―  

（１）施設設備の定期点検を確実に実施
し、安全に維持するための全学的な
安全衛生管理体制を強化する。 

（１）全学的な安全衛生管理体制のもと、
安全衛生教育の充実に取り組み、施
設設備の機能保全及び維持管理を適
切に行う。 

（１）施設の日常点検を確実に実施し、その結
果、タイルの破損箇所の修繕（2箇所）や転
倒危険箇所への注意喚起の措置及び滑り止
めを実施した。また、トップライトガラスの
ひび割れ箇所の割替（７箇所）や外周路の陥
没、亀裂箇所の修繕を実施した。 

 
３ 

 
３ 

 

（２）化学物質等の毒物劇物等の適切な
管理及びその廃棄物の適正な処理を
行う。 

（２）化有害物質管理要領に基づき適切
な管理・処理を行う。 

（２）化学物質等の有害物質管理要領に基づき、
適切な管理・処理を行った。 

 
３ 

 
３ 

 

（３）教職員の健康管理及びメンタルヘ
ルス対策を適切に実施する。 

（３）引き続き、教職員の健康管理につ
いて各種診断の周知を徹底し、未受
診者や再検査等対象者への受診推奨
を適切に実施する。 

（３） 
・ 健康診断の未受診者や精密検査等の対象

者への受診を勧奨した。 
・ 改正労働安全衛生法に基づき実施するス
トレスチェックについて、実施要項の作成
等により体制を整えた。 

 
３ 

 
３ 

 

（４）災害や情報セキュリティ事件事故、
その他の突発的なリスクに対応でき
る管理体制を構築し、対応マニュア
ルを整備するとともに、被害を最小
限に食い止めるための事前点検・訓

（４）26年度に作成した、危機管理ガイ
ドラインに基づく個別マニュアルを
順次整備する。 

（４） 
・ 消火訓練のほか、非常放送訓練・避難訓
練などを含んだ防火・防災訓練を実施した。
(12月 3日 138人参加) 

・ 秘匿情報管理用のファイルサーバシステ

 
３ 
 
 
 

 
２ 

 
情報セキュリティの重要

性を再認識し、体制や研修
などの不断の見直しに取り
組まれたい。 

93 

94 

95 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

練等を行う。 ムを導入し、情報セキュリティの強化に努
めた。 

 ・ 特定個人情報等の取扱いに関する基本方
針及び特定個人情報取扱規程を制定し、番
号法に基づく個人情報及び特定個人情報等
の取扱体制を整えた。また、取扱いマニュ
アルを整備し、取扱者を対象とした研修を
行った。 

 ・ 情報セキュリティ研修を実施した。 
 ・ ストレスチェック実施要領を策定した。 

  
 

３ 社会的責任に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

３ 社会的責任に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

３ 社会的責任に関する目標を達成するためと
るべき措置 

― ―  

法令違反や各種ハラスメント等の人
権侵害を防止するため、相談、啓発、
問題解決等に全学的体制で取り組む。 

・ 学内規程等の充実や遵守の徹底な
ど、内部統制の強化に努める。 

・ ハラスメント等を防止及び排除す
るため、相談体制の充実や、ハラス
メント発生を未然に防ぐための、教
職員・学生等に対する意識啓発を徹
底する。また、ハラスメントが生じ
た場合に早急に対応できる体制を整
える。 

・ 利益相反について教員へ周知を図
るなど、利益相反マネジメントを徹
底する。 

・ 他大学や県等が行う人権に関する
研修会に積極的に参加させるなど、
教職員の人権意識の高揚を図る。 

・ 内部統制に関する規程として、岡山県立
大学における研究費の不正使用防止等に関
する規程を策定し、教職員研修等により周
知した。 

 ・ ハラスメント関係規程をホームページに
掲載するとともにハラスメント防止研修及
びハラスメント等相談員研修を実施した。 

・ 岡山県が開催する「平成 27年度人権啓 
発研修会」に教職員 12人を参加させた。 

・「岡山県大学人権・同和教育懇談会」に教
員 1人事務局職員 1人を参加させた。 

・ 障害を理由とする差別の解消の推進に関
する法律の施行に対応するため、教職員対
応要領を策定した。 

 

 
３ 

 
３ 
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Ⅶ 予算、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

                                       （単位：百万円） 

区      分 予算額 決算額 
差 額 

(決算－予算) 

 

  収入 

    運営費交付金 

  補助金 

  自己収入 

   授業料及び入学金検定料収入 

      雑収入 

  受託研究等収入及び寄附金収入 

  目的積立金取崩額  

 

              計 

 

 

  

２，１１２  

１１８  

１，１４２  

１，０９５  

４７  

７３  

２４４  

 

３，６８９  

 

 

２，１１２  

１３８  

１，１６６  

１，１１６  

５０  

１０３  

３１  

 

３，５５０  

 

 

０  

２０  

２４  

２１  

３  

３０  

△  ２１３  

 

△  １３９  

 

 支出 

  教育研究経費 

  人件費 

  一般管理費 

  受託研究等経費及び寄附金事業費等 

施設費 

 

       計 

 

 

 

８４３  

２，３２０  

３３９  

７３  

１１４  

 

３，６８９  

 

 

７７５  

２，２４４  

３１５  

９１  

１０６  

 

３，５３１  

 

 

△  ６８  

△  ７６  

△  ２４  

１８  

△  ８  

 

△  １５８  

 

 

 

 

 

 

 

２ 収支計画 

                                     （単位:百万円） 

区       分 予算額 決算額  
差額  

（決算－予算） 

費用の部 
 経常費用 
  業務費 

   教育研究経費 
   受託研究等経費 
      寄附金経費 

   役員人件費 
   教員人件費 
   職員人件費 

  一般管理費 
  財務費用 
  雑損 

  減価償却費 
 
収入の部 

 経常収益 
  運営費交付金収益 
  授業料収益 

  入学金収益 
  検定料収益 
    受託研究等収益 

  寄附金収益 
  補助金収益 
  財務収益 

  雑益 
    資産見返負債戻入 
   資産見返運営費交付金等戻入 

   資産見返寄附金戻入 
資産見返補助金戻入  

   資産見返物品受贈額戻入 

 
臨時損失 
臨時利益 

  
純利益 
   

目的積立金取崩益 
 
総利益 

３，７１７  
３，７１７  
３，２１２  

８３５  
５７  

－  

３４  
１，８５０  

４３６  

３９１  
－  
－  

１１４  
 

３，４７３  

３，４７３  
２，０８９  

９３３  

１０８  
５４  
５７  

１５  
５５  

－  

４８  
１１４  

７２  

１８  
４  

２０  

 
－  
－  

 
△  ２４４  

 

２４４  
 

－  

３，５２６  
３，５２６  
３，１２１  

７５８  
５８  

－  

３２  
１，８５２  

４２１  

２９４  
１  
０  

１１０  
 

３，５０６  

３，５０６  
２，０６６  

９８３  

１１９  
４８  
７１  

１４  
５８  

１  

４６  
１００  

６７  

１６  
２  

１４  

 
４  
４  

 
△  ２０  

 

３１  
 

１１  

△  １９１  
△  １９１  

△  ９１  

△  ７７  
１  
－  

△  ２  
２  

△  １５  

△  ９７  
１  
０  

△  ４  
 

３３  

３３  
△  ２３  

５０  

１１  
△  ６  
１４  

△  １  
３  
１  

△  ２  
△  １４  

△  ５  

△  ２  
△  ２  
△  ６  

 
４  
４  

 
２２４  

 

△  ２１３  
 

１１  

注)費用の部「寄附金経費」は、教育研究経費の決算額に含めて計上しています。 
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３ 資金計画 

                                         （単位:百万円） 

区      分 予算額 決算額 
差 額 

(決算－予算） 

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

    その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度よりの繰越金 

 

 

４，３９４  

３，５８５  

８５  

１８  

７０６  

 

４，３９４  

３，３３０  

２，１１２  

１，０９５  

５７  

１５  

５１  

１１４  

－  

９５０  

 

４，５０７  

３，３５９  

４９５  

１８  

６３５  

 

４，５０７  

３，４０７  

２，１１２  

１，１１６  

７６  

２０  

８３  

２６８  

－  

８３２  

 

１１３  

△  ２２６  

４１０  

０  

△  ７１  

 

１１３  

７７  

０  

２１  

１９  

５  

３２  

１５４  

－  

△  １１８  
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Ⅷ 短期借入金の限度額 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

短期借入金の限度額 

 

限度額  ３億円 

短期借入金の限度額 

 

限度額  ３億円 

 

該当なし ― ―  

 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

決算において剰余金が発生した場合

は、教育研究の質の向上及び組織運営

の改善に充てる。 

決算において剰余金が発生した場合

は、教育研究の質の向上及び組織運営

の改善に充てる。 

 

該当なし ― ―  

 

 

Ⅹ 重要な財産の譲渡等に関する計画 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

な し な し 

 

な し ― ―  
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XI その他規則で定める事項 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

委員 
会 
評価 

委員会参考意見 

１ 施設及び設備に関する計画空 調

設備等の大規模修繕を第 2 期

中期計画期間中に行う。  

 

 

 

２ 中期目標の期間を超える債務負担 

 

な し 

 

３ 地方独立行政法人法第 40条第 4項 

の規定により業務の財源に充てるこ 

とができる積立金の使途 

教 育 研 究 の 質 の 向 上 及 び 組

織運営の改善に充てる。  

 

４ その他法人の業務運営に関し必要

な事項 

な し 

１ 施設及び設備に関する計画空調設

備等の大規模修繕を複数年で計画的

に行う。 

 

 

 

２ 中期目標の期間を超える債務負担 

 

な し 

 

３ 地方独立行政法人法第 40条第 4項

の規定により業務の財源に充てるこ 

とができる積立金の使途 

教育研究の質の向上及び組

織運営の改善に充てる。  

 

４ その他法人の業務運営に関し必要

な事項 

な し 

１ 大規模修繕を３件実施した。 

・空調自動制御設備更新 

・照明制御設備機器更新 

・吸収冷暖房機液管炉筒取替 

 

２ 該当なし 

 

 

 

３ 該当なし 

 

 

 

 

 

４ 該当なし 

 

 

 

 

 

― ―  

 










